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２　基本理念

新たな時代を担う人々がいきいきと躍動し、
賑わいあふれるまちづくりⅠ

　子どもたちの笑顔があふれ、誰もが生きがいをもち、楽しく暮らせるまち。
　新たな時代を担う人財を育て、豊富な資源や地域の魅力を活かし、賑わいあふれるまちをつくり
ます。町の宝は無限の可能性を秘めた子どもたち。みたねの未来を託せる子どもや若者たちを住民
と行政が一丸となって育みます。

先端技術を導入し、効率的で効果的に攻める
産業振興のまちづくりⅡ

　豊かな自然に恵まれたこのまちを、ずっと安心して住み続けられる場所にするため、農業や産業
を次世代へ継承する必要があります。新たな時代をつくる人びとが効率的に効果的に全国や世界へ
向けて活躍できるよう、ＡＩやＩｏＴ等を活用した技術を導入し、産業が振興するまちをつくります。

多様な環境の変化に対応できる地域支え合い
のまちづくりⅢ

　住み慣れた地域で生涯安心して暮らすためには、地域の人びととの交流や支え合いが重要な鍵を
握ります。ともに支え合える地域づくりを住民と行政が一体となって進めます。
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３　将 来 像

　町民憲章とまちづくりの基本理念の実現に向けて、本町のめざすまちづくりの将来像を次のとお
り定めます。

「人・地域がつながり、元気を未来へつなぐまち」
～　住み続けたいまちを創造　～

　まちづくりは人づくり。住民ひとりひとりが主役です。
　少子高齢化が進み人口減少が進んでいる中でも、住み慣れた地域で生涯安心
して暮らすためには、人との交流や支え合いが助けになります。
　子どもたちの笑顔があふれ、子育てが安心してできるまち。
　子どもも若者も、パパもママも、シニアやシルバーも、誰もが生きがいを持
ち、楽しく暮らせるまち。
　そんな明るいまちを次世代へつなぎたい。
　ともに支え合い、住みよいまちを未来へつなぎましょう。

～　理　由　～
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基本政策１	 若者の定住促進と賑わいのあるまち［定住・賑わい］

基本政策２	 地元で安心して働ける雇用を創るまち［産業・雇用］

基本政策３	 誰もが健やかでいきいきと暮らせるまち［子育て・健康・福祉］

基本政策４	 誰もが生涯にわたり学び心豊かに暮らせるまち［教育・文化］

基本政策５	 地域で支え合う安全安心なまち［地域・防災・生活環境］

基本政策６	 安定した行財政運営のまち［行財政運営の効率化］

【まちの最重要課題】
人口減少ストップ！

【最重要課題解決の戦略方針】
若者の定住を増やす！
稼げる産業をつくる！

【戦略方針に基づいた４つの重点戦略】

重点戦略１

若者が定住し
賑わう戦略

重点戦略２

稼げる産業を
つくる戦略

重点戦略３

みたねの子ども
育成戦略

重点戦略４

住民と連携した
地域づくり戦略

４　基本政策

重点戦略（デジタル田園都市国家構想総合戦略）５
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Ⅰ  �新たな時代を担う人々がいきいきと躍動し、賑わいあふれるまちづくり
Ⅱ  �先端技術を導入し、効率的で効果的に攻める産業振興のまちづくり
Ⅲ  多様な環境の変化に対応できる地域支え合いのまちづくり

【重点戦略】（デジタル田園都市国家構想総合戦略）
重点戦略１	 若者が定住し賑わう戦略
重点戦略２	 稼げる産業をつくる戦略
重点戦略３	 みたねの子ども育成戦略
重点戦略４	 住民と連携した地域づくり戦略

「人・地域がつながり、元気を未来へつなぐまち」
～住み続けたいまちを創造～【将来像】

【国土強靭化地域計画】（事前に備えるべき基本目標）
目標１	 あらゆる自然災害に対し、人命保護が最大限図られる（直接死を防ぐ）
目標２	� 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・避難生活環境を

確実に確保する（関連死を防ぐ）
目標３	 必要不可欠な行政機能は確保する
目標４	 経済活動を機能不全に陥らせない
目標５	 生活・経済活動に必要なライフラインや情報通信機能の維持確保と早期復旧を図る
目標６	 地域社会・経済が迅速に復興できる条件を整備する

６　まちづくり体系

【基本政策】
基本政策１	 若者の定住促進と賑わいのあるまち［定住・賑わい］
基本政策２	 地元で安心して働ける雇用を創るまち［産業・雇用］
基本政策３	 誰もが健やかでいきいきと暮らせるまち［子育て・健康・福祉］
基本政策４	 誰もが生涯にわたり学び心豊かに暮らせるまち［教育・文化］
基本政策５	 地域で支え合う安全安心なまち［地域・防災・生活環境］
基本政策６	 安定した行財政運営のまち［行財政運営の効率化］

基 本 理 念

【まちの最重要課題】

人口減少ストップ！

【最重要課題解決の戦略方針】

　「若者の定住を増やす！」
　「稼げる産業をつくる！」
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Ｘ
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三　種　町

重点戦略１
若者が定住し賑わう戦略
⃝�若者の定住と住み続けた
いまちづくり
⃝�観光資源の充実と交流人
口の拡大
⃝�関係人口拡大と賑わいの
創出

Ｄ
Ｘ
・
Ｇ
Ｘ
の
最
大
限
活
用
と
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
達
成
!!

重点戦略２
稼げる産業をつくる戦略
⃝�農林水産業の基盤安定と
所得向上
⃝�雇用の促進と起業・事業
承継の支援
⃝新たな産業の創出
重点戦略３
みたねの子ども育成戦略
⃝�安心して子育てできる環
境づくり
⃝�子どもの育みを支える環
境づくり

重点戦略４
住民と連携した地域づくり
戦略
⃝�生涯活躍の地域コミュニ
ティの支援
⃝健康寿命の延伸
⃝�安心安全快適なまちづく
り

重点戦略＋１
（デジタル活用）
◆�デジタルの力を活用した
地域課題解決・魅力向上

重点戦略＋２
（グリーン活用）
◆�三種町2050カーボン
ニュートラルの達成

秋　田　県

戦略１　産業・雇用戦略
⃝�産業構造の変化に対応し
た県内産業の競争力の強
化
⃝�地域資源を生かした成長
戦略の発展　等

戦略２　農林水産戦略
⃝農業の食料供給力の強化
⃝�林業・木材産業の成長産
業化
⃝�水産業の持続的な発展　
等

戦略３　観光・交流戦略
⃝�「何度でも訪れたくなる
あきた」の創出
⃝�「美酒・美食のあきた」
の創造　等

戦略４
未来創造・地域社会戦略
⃝新たな人の流れの創出
⃝�結婚・出産・子育ての希
望が叶う社会の実現
⃝�女性・若者が活躍できる
社会の実現　等

戦略５
健康・医療・福祉戦略
⃝健康長寿日本一の実現
⃝�安心で質の高い医療の提
供
⃝�誰もが安全・安心を実感
できる地域共生社会の実
現　等

戦略６
教育・人づくり戦略
⃝�秋田の将来を支える高い
志にあふれる人材の育成
⃝確かな学力育成
⃝�グローバル社会で活躍で
きる人材の育成　等

基本
目標 国

1

デ
ジ
タ
ル
の
力
を
活
用
し
た
地
方
の
社
会
課
題
解
決

地方に仕事をつくる
⃝�スタートアップ・エコシ
ステムの確立
⃝中小・中堅企業ＤＸ
⃝スマート農林水産業・食品産業
⃝観光ＤＸ
⃝�地方大学を核としたイノ
ベーション創出

２

人の流れをつくる
⃝「転職なき移住」の推進
⃝�オンライン関係人口の創
出・拡大
⃝二地域居住等の推進
⃝地方大学・高校の魅力向上
⃝�女性や若者に選ばれる地
域づくり

３

結婚・出産・子育ての希望
をかなえる
⃝�仕事と子育ての両立など
子育てしやすい環境づくり
⃝�こども政策におけるＤＸ等の
デジタル技術を活用した地
域の様々な取り組みの推進

４

魅力的な地域をつくる
⃝教育ＤＸ、医療・介護分野ＤＸ
⃝地域交通・インフラ・物流ＤＸ
⃝�まちづくり、文化・スポーツ、防
災・減災、国土強靱化の強化等
⃝�地域コミュニティ機能の
維持強化

デ
ジ
タ
ル
実
装
の
基
礎
条
件
整
備

（
地
方
の
デ
ジ
タ
ル
を
下
支
え
）

デジタル基盤の整備
⃝デジタルインフラの整備
⃝�マイナンバーカードの普及促進、
利活用拡大
⃝データ連携基盤の構築
デジタル人材の育成・確保
⃝デジタル人材の地域への還流促進
⃝女性デジタル人材の育成・確保
誰一人取り残されないための取り組み
⃝デジタル推進委員の展開
⃝デジタル共生社会の実現
⃝�経済的事情等に基づくデジタル
デバイドの是正

国・県とのデジタル田園都市国家構想総合戦略の関係性７
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1.	 人口の現状分析

2.	 人口の将来展望

第２章

人口ビジョン



21,471 

21,119 
19,717 

17,966 

16,039 

6,332 
6,374 6,565 6,842 7,055 

6,962 6,916 7,023 6,970 6,869 

29.49% 30.18%
33.30% 38.08%

43.99%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

40%

45%

50%

0

5000

10000

15000

20000

25000
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人口 高齢者数 世帯数 高齢化率

％
人
世帯

2005年 2006年 2010年 2015年 2020年
人 口 21,471 21,119 19,717 17,966 16,039
高 齢 者 数 6,332 6,374 6,565 6,842 7,055
高 齢 化 率 29.49％ 30.18％ 33.30％ 38.08％ 43.99％
世 帯 数 6,962 6,916 7,023 6,970 6,869

【資料】三種町住民基本台帳各年４月末データ
【参考】2005年は合併前の旧三町の合算

図①：三種町の人口・世帯数・高齢化率の推移データ

図①：三種町の人口・世帯数・高齢化率

１　人口の現状分析

　本町の住民基本台帳によると、2020年（令和2年）４月末の人口は16,039人で、町合併時の
2006年（平成18年）４月末の21,119人から5,080人減少しています。
　世帯数は、2006年の6,916世帯が2020年は6,869世帯になり、47世帯減少しました。反面、
高齢化率は2006年の30.18％が2020年は43.99％に上昇しており、少子高齢化が進行している
ことがうかがえます。
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　図②の2020年の人口ピラミッドでは、55歳からの人口が増え65歳～69歳がピークになってい
ることが分かります。
　図③の人口の増減数では、1995年以降増加がなく減少のみとなっています。

図②：三種町人口ピラミッド（2020年）

 ～4 ～9 ～14 ～19 ～24 ～29 ～34 ～39 ～44 ～49 ～54 ～59 ～64 ～69 ～74 ～79 ～84 ～89 90～

 152 224 249 248 212 203 263 318 378 438 421 604 713 803 798 693 704 681 483女

男 146 185 252 265 224 240 260 369 428 435 481 548 728 827 728 518 409 303 108

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600
1,800

人

 男女

図③：三種町の人口増減数

　【出典】	総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態および世帯数調査」再編加工
　【注記】	2012年までは年度データ、2013年以降は年次データ。
	 2011年までは日本人のみ、2012年度以降は外国人含む

　　　【資料】一般社団法人　持続可能な地域社会総合研究所　地域人口分析より

1995 2000 2005 2006 2010 2015

自然増減数 -84 -125 -167 -158 -225 -246

社会増減数 -136 -175 -133 -232 -109 -117
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-400
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-300
-250
-200
-150
-100

-50
0

（人）

社会増減数 自然増減数
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　図④は2015年～2020年までの５年間の年代別増減数を示しています。男女ともに20歳代前半
をピークにその前後で減少していることが分かります。
　図⑤は、増減別の変化数です。５歳～９歳の年代で数パーセントの増加が見られますが、減少率
は図④と同じ状態です。

～4 ～9 ～14 ～19 ～24 ～29 ～34 ～39 ～44 ～49 ～54 ～59 ～64 ～69 ～74 ～79 ～84 ～89 90～
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～4 ～9 ～14 ～19 ～24 ～29 ～34 ～39 ～44 ～49 ～54 ～59 ～64 ～69 ～74 ～79 ～84 ～89 90～

　図④三種町のコーホート変化数（各年齢層別５年間の変化数）2015年～2020年

　図⑤三種町のコーホート変化数（各年齢層別５年間の変化数）2015年～2020年

【資料】一般社団法人　持続可能な地域社会総合研究所　地域人口分析より

※コーホートとは、同じ年に生まれた人びとの集団のこと。人口の動勢から変化率を求める方法

【資料】一般社団法人　持続可能な地域社会総合研究所　地域人口分析より
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図⑥：三種町の人口と高齢化率の推計

図⑦三種町人口ピラミッド予想（2040年）

【資料】一般社団法人　持続可能な地域社会総合研究所　地域人口分析による

【資料】一般社団法人　持続可能な地域社会総合研究所　地域人口分析より

２　人口の将来展望

　図⑥は住民基本台帳を元にした人口と高齢化率の推計です。現状のままで人口減少が進むと
2040年には人口が8,886人、高齢化率は58.3％になると推計されています。
　図⑦は、現状のまま推移した場合の2040年の人口ピラミッド予想です。図②の2020年と比較
すると、0歳～54歳までの人口が激減していることが分かります。
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　人口減少は、本町だけでなく地方自治体共通の課題となっており、全国的に今後も人口が減少す
ると予想されています。その中で、子どもや若者たちが生涯安心して住み続けたくなるまちをつく
るのは、今、私たちに課せられた課題です。その課題をクリアするため、新たなまちづくりの理念
と将来像を掲げ、人口減少ストップに向けて将来人口の目標を次のとおり設定します。
　下記の【将来人口の目標を設定する基礎項目】の条件により図⑧を推計しています。
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図⑧三種町の将来人口と高齢化率の目標

【資料】一般社団法人　持続可能な地域社会総合研究所　地域人口分析による

将来人口の目標 現状のままの
推計数

各施策の効果による
目標数

2025 年 14,163 人 14,385 人

2030 年 12,330 人 12,762 人

2040 年 8,886 人 9,705 人

2050 年 5,997 人 7,110 人

➡
➡
➡
➡

※図⑥ ※図⑧

将
来
人
口
の
目
標
を

設
定
す
る
基
礎
項
目

合計特殊出生率………………………… 1.27（現状）	 1.30（目標）
男性10代後半流出率… ………………… 34％（現状）	 25％（目標）
女性10代後半流出率… ………………… 43％（現状）	 30％（目標）
30歳代前半夫婦＋子ども１人の世帯移住… ………… 毎年３世帯　増加
20歳代夫婦の世帯移住… ……………………………… 毎年３世帯　増加
60歳代前半夫婦の世帯移住… ………………………… 毎年１世帯　増加
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　図⑨は図⑧の推計による、2040年の人口ピラミッドです。
　図⑦と比較した場合、０歳～49歳までの人口が増加しています。
　図⑩は図⑧の目標値による年代別の推計です。
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図⑨三種町人口ピラミッド予想（2040年）

【資料】一般社団法人　持続可能な地域社会総合研究所　地域人口分析による

図⑩：三種町年代別将来人口予測

【資料】一般社団法人　持続可能な地域社会総合研究所　地域人口分析による
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1.	 財政の中・長期見通し

第３章

財政シミュレーション



Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

地　方　税 1,460 1,356 1,404 1,425 1,414 1,403 1,393 1,382 1,371 1,361 1,350

地方譲与税 125 125 125 125 125 125 125 125 125 125 125

地方交付税 4,937 4,921 4,809 4,776 4,776 4,777 4,764 4,782 4,932 5,002 5,002

国県支出金 1,502 1,760 1,443 1,275 1,374 1,521 1,264 1,264 1,264 1,264 1,264

地　方　債 1,286 714 764 621 1,536 3,200 2,518 508 498 488 478

そ　の　他 1,379 1,456 826 816 845 814 797 781 760 738 725

合　　　計 10,689 10,332 9,371 9,038 10,070 11,840 10,861 8,842 8,950 8,978 8,944

【財政の中・長期見通し】
　歳　入� （単位：百万円）

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９ Ｒ10 Ｒ11

義務的経費 3,981 4,184 4,059 4,112 4,088 4,006 3,922 3,986 4,120 4,290 4,196

（人件費） 1,493 1,700 1,690 1,690 1,650 1,660 1,650 1,670 1,630 1,690 1,680

（扶助費） 1,418 1,401 1,195 1,161 1,160 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161 1,161

（公債費） 1,070 1,083 1,174 1,261 1,278 1,185 1,111 1,155 1,329 1,439 1,355

投資的経費 1,469 713 744 699 1,388 2,973 1,526 526 526 526 526

その他の経費 5,051 5,435 4,865 4,649 4,893 5,170 5,629 4,428 4,398 4,366 4,337

合　　　計 10,501 10,332 9,668 9,460 10,369 12,149 11,077 8,940 9,044 9,182 9,059

　歳　出� （単位：百万円）

※Ｒ１は決算額、Ｒ２以降は推計	
※単年度収支把握のため、財政調整基金繰入金を計上していません。

１　財政の中・長期見通し

　本町の財政状況は、これまでの行財政改革の取組等により、決算額は100億円前後で推移してお
り、平成18年の合併以降は町債残高が減少傾向にあります。それと併せ、実質公債比率も低下し
ており、現在は安定した財政運営がされています。
　しかし、中・長期の財政見通しでは、普通交付税の一本算定等による歳入の減少が見込まれる中、
社会保障費の増大や小中学校再編による投資的経費の増大等により、地方債が膨らむことが予想さ
れ、事業の選択と集中による収支の均衡を保った財政運営が求められます。

歳入歳出差引 188 0 △� 297 △� 422 △� 299 △� 309 △� 216 △� 98 △� 94 △� 204 △� 115

累 積 収 支 188 0 △� 297 △� 719 △1,018 △1,327 △1,543 △1,641 △1,735 △1,939 △2,054
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1.	 若者の定住促進と賑わいのあるまち

2.	 地元で安心して働ける雇用を創るまち

3.	 誰もが健やかでいきいきと暮らせるまち

4.	 �誰もが生涯にわたり学び心豊かに暮ら
せるまち

5.	 地域で支え合う安全安心なまち

6.	 安定した行財政運営のまち

第１章

基　本　政　策

基本政策について
　少子高齢化や人口減少が進行していることに加
え、新型コロナウイルスの感染拡大に伴う新たな
生活様式への転換等により、わたしたちの生活環
境は著しく変化しています。
　本町は将来像実現の人口減少対策のターゲット
を若者に定め、６つの基本政策に添った施策を実
施します。



基　本　政　策 施　策　項　目 主　な　内　容

若者の定住促進と賑わいの
あるまち

若者の定住とふるさと回帰促進

重 定住・移住対策の推進
重 新たな出会いの創出と結婚支援

重 若者によるまちづくりや地域交
流の促進

観光資源の充実と交流人口の
拡大

重 観光資源の整備充実
重 交流人口の拡大
重 自治体間連携の推進

関係人口拡大と賑わいの創出
重 関係人口受入体制の充実
重 様々な媒体による情報発信

地元で安心して働ける雇用
を創るまち

農林水産業の基盤安定と所得
向上

重 次世代型農林水産業の普及促進
重 農業の基盤整備
重 生産経営体制の強化・育成
重 適正な森林資源管理
重 森林経営体制の確立
重 水産業の振興
重 多様な人材の育成

雇用の促進と起業・事業承継
の支援

重 商工業の活性化支援
重 雇用促進・起業・事業承継の支援
重 求人・事業所情報の発信
重 企業誘致の促進

重 デジタルを活用した新たな働き
方への支援

新たな産業の創出

重 サテライトキャンパスの誘致
重 デジタル人材の確保・育成
重 資源エネルギーの地産地消

重 資源エネルギーによる地域経済
の循環

誰もが健やかでいきいきと
暮らせるまち

安心して子育てできる環境づ
くり

重 安心して産むことができる環境
づくり

重 地域における子育て支援の充実
重 切れ目のない相談支援体制の充実

男女共同参画社会の実現 重 あらゆる分野における男女共同
参画の推進

健康寿命の延伸
重 健康づくりの推進
重 疾病予防・介護予防の推進

社会保障の充実
障害者福祉の充実
社会保障制度の適正運営

社会福祉の充実
地域福祉の推進
高齢者福祉の推進

基本政策の体系
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基　本　政　策 施　策　項　目 主　な　内　容

誰もが生涯にわたり学び
心豊かに暮らせるまち

教育環境等の充実

重 教育環境、学校教育の充実
重 学校・家庭・地域の連携推進
重 学生支援体制の充実

青少年の健全育成

生涯学習・スポーツの推進
生涯にわたる学習活動の充実
生涯スポーツ活動の充実
社会教育推進体制の整備

芸術・文化活動の振興と郷土
芸能等の継承

芸術・文化活動の推進
郷土芸能の保存と継承、文化財
に親しむ機会の提供

地域で支え合う安全安心な
まち

地域コミュニティの活性化支援
重 自治会活動の活性化支援
重 地域支えあいの活動支援
重 社会生活でのデジタル活用

災害・危機に強いまちづくり
重 災害・危機に強いまちづくり
重 地域防災力の向上
重 消防・防災基盤の整備活用

環境にやさしいエコなまちづ
くり

重 環境にやさしいまちづくり
ゴミの減量化・廃棄物の適正処
理の推進

生活環境の整備充実

ＩＣＴ・ＩＯＴの活用促進
空き家対策の推進
良質な飲用水の供給
下水道施設の適切な保守管理
温泉設備の整備充実

重 持続可能な公共交通体系の維持
道路交通網整備
居住環境の整備
防犯・交通安全対策の推進
消費者対策の推進
公園・緑地の環境整備
斎場の管理

安定した行財政運営のまち

行政運営の効率化と行政改革
の推進

効率的な行政運営
重 民間委託・情報通信技術の活用

職員の資質向上

健全で計画的な財政運営
歳出の抑制と歳入の確保
公共施設の効率的な管理運営

広域連携の推進 広域行政圏事業の推進
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若者の定住促進と賑わいのあるまち［定住・賑わい］

（1）現状と課題
◆�本町では、10歳代後半から20歳代の若者の転出の割合が高く、その中でも特に女性の割合が高
くなっています。町はこれまで空き家バンクや結婚支援をはじめとした移住定住対策を実施して
きましたが、依然として転出する若い人たちは増加しています。
◆�観光面では、サンドクラフトをはじめとした地域活性化イベントやスポーツ文化合宿の誘致等に
よる集客がメインとなっており、滞在型交流人口の拡大と併せ、交流人口の受入体制を充実させ
ることが課題となっています。

（2）５年間の方向性
◇�10歳代後半から20歳代の若者の多くが就学を理由として転出するケースが多い反面、コロナ禍
の影響により、デジタルやオンラインの活用が進み、時間と場所に捉われない働き方が可能になっ
たことで、地方で働くことも選択肢になり、近年は、30歳代から40歳代の転入もみられるよう
になっています。卒業による若者の就職や、豊かな環境で子育てを希望する世代に対して、ふる
さと回帰を促進するため、情報発信の強化と受け入れ体制の充実を図ります。
◇�近年、若い世代の活動により、様々なイベントが実施され、地域に新たな賑わいを創出していま
す。今後は団体同士の連携も図りながら、多世代が一緒に楽しめるような活動を支援します。
◇�地域の観光資源の整備や情報通信基盤の整備等、観光イベントの充実を図るための体制強化に努
め、交流人口の拡大を図ります。
◇�ＳＮＳやYouTube等様々な媒体を活用し、三種町が持つ魅力をわかりやすく効果的に伝えるこ
とで、若い世代を中心とした三種町のファンを増やし、将来的に移住につながる関係人口の創出・
拡大に取り組みます。

（3）主要施策と主な内容
主　要　施　策 施策項目（★は重点戦略と共通） 主な内容（⃝は重点戦略と共通）

１�．若者の定住とふるさと回
帰促進

×
デジタル活用

★定住・移住対策の推進 ⃝住宅取得に関する支援
⃝空き家の効果的利活用
⃝新たな住宅需要への取り組み
⃝ふるさと回帰等就職・移住支援事業の推進

★新たな出会いの創出と結婚支援 ⃝出会い創出事業への支援
⃝気軽に参加できる交流イベントの実施
⃝新生活応援プラン

★�若者によるまちづくりや地域交
流の促進

⃝若者団体の活動支援、交流促進
⃝交流拠点のデジタルインフラの整備

基本政策１

30



重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ１） 目　標　値

５年後の三種町の人口（2025年推計） 14,163人 14,385人

５年後の定住・移住対策による定住・移住者（累計） ４人（２世帯） 85人（35世帯）

５年後の結婚支援事業活用成婚数（累計）
（結婚祝金除く） ２組 ５組

５年後の出生者数（率） 46人（2.8％） 60人（4.2％）

５年後の町内宿泊施設宿泊者数（単年） 12,000人 15,000人

５年後の交流人口数（単年） 1,070,000人 1,170,000人

新規
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ５） 目　標　値

20代・30代の男女別転入者数（単年）
男 59人 71人

女 62人 74人

20代・30代の男女別転出者割合（単年）
男 8.3％（84人） 7.3％（63人）

女 10.0％（91人） 9.0％（77人）

これからも三種町に住み続けたいと思う中学校３年
生の割合 26.5％ 32％

町公式ＳＮＳのフォロワー数 2,787人 5,000人

町公式YouTubeのフォロワー数 647人 1,300人

主　要　施　策 施策項目（★は重点戦略と共通） 主な内容（⃝は重点戦略と共通）

２�．観光資源の充実と交流人
口の拡大

×
デジタル活用

×
グリーン活用

★観光資源の整備充実 ⃝既存観光資源の整備・保全
⃝新たな観光資源の発掘と磨き上げ
⃝宿泊施設の魅力向上

★交流人口の拡大 ⃝観光情報提供の充実
⃝滞在を促進するイベントの実施
⃝指定管理事業の体制強化
⃝体験交流メニューの充実

★自治体間連携の推進 ⃝広域連携した観光事業の促進

３�．関係人口拡大と賑わいの
創出

×
デジタル活用

★関係人口受入体制の充実 ⃝関係人口創出事業の促進
⃝�テレワーク、ワーケーション等受け入れ
体制の整備の検討
⃝�スポーツを活用した交流と賑わいの創出

★様々な媒体による情報発信 ⃝デジタルを活用した様々な情報発信
⃝YouTube等を活用したみたねの魅力発信
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主　要　施　策 施策項目（★は重点戦略と共通） 主な内容（⃝は重点戦略と共通）

１�．農林水産業の基盤安定と
所得向上

×
デジタル活用

×
グリーン活用

★次世代型農林水産業の普及促進 ⃝スマート技術の情報伝達
⃝スマート技術導入への支援
⃝じゅんさい生産体制の整備

★農業の基盤整備 ⃝生産基盤の整備・充実
⃝農地の脱炭素化の導入検討
⃝気象災害への対策強化

★生産経営体制の強化・育成 ⃝�燃料費高騰対策に向けた省エネ設備化の
推進
⃝農林水産物の地産地消の推進
⃝経営所得安定対策
⃝担い手農家への農地集積

地元で安心して働ける雇用を創るまち［産業・雇用］

（1）現状と課題
◆�基幹産業である農業は、従事者の高齢化と担い手不足が深刻であり、農業の後継に関わる人材の
育成や法人化、稲作と畑作等との複合経営等が課題となっています。
◆�町の特産品であるじゅんさいは、担い手の高齢化や摘み手の不足による生産者と生産量の減少が
課題となっています。
◆�森林資源が松くい虫による被害で減少していること、有害鳥獣による農作物の被害が町内各所で
増えていることへの対策が必要となっています。
◆�商工業では、企業の人手不足による経営への影響により、雇用対策や事業承継等が課題となって
います。

（2）５年間の方向性
◇�農業従事者の高齢化や労働力不足に対応するためには、デジタル・トランスフォーメーション
（ＤＸ）の技術を活用し、作業の効率化と生産性の向上を進める必要があります。スマート技術
を活用した農作業の効率化やデジタル技術の効果について、情報伝達と普及に努めます。また、
これまで維持してきた農地を次の世代へ引き継いでいくため、手間や時間、生産コストを減らす
ことが期待される農地の集約化に向けた取り組みを進めます。
◇�町が宣言している「2050年カーボンニュートラル」の実現には、多くのＣＯ２の吸収量が期待さ
れる農林水産業の取り組みが非常に重要です。農地、森林、海といった地域資源を最大限活用し
ながら、再生可能エネルギーを活用し、地域内での経済循環や新たな産業の創出に努めます。
◇�激変する社会情勢の中で地方の魅力を高めるには、生活の基盤である地域産業を活性化する必要
があります。個人や中小企業の経営者がチャレンジしやすい環境をつくり、事業拡大や起業を志
す人とアイデアが集まりやすい環境を整えます。

（3）主要施策と主な内容

基本政策２
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ１） 目　標　値

５年後の農業法人数（累計） 17法人 20法人

５年後の担い手確保、育成者数（累計） 683人 653人

５年後の起業件数（累計） ４件（Ｈ27～Ｈ30） ５件

５年後の企業誘致件数（累計） 実績なし ２件

５年後の新規雇用奨励事業利用者数（累計） 12人 50人

新規
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ５） 目　標　値

地域でまもる高性能機械導入支援事業
による件数 － 20件

主　要　施　策 施策項目（★は重点戦略と共通） 主な内容（⃝は重点戦略と共通）

１�．農林水産業の基盤安定と
所得向上

×
デジタル活用

×
グリーン活用

★適正な森林資源管理 ⃝森林資源の実態調査
⃝森林資源の再生
⃝松くい虫対策等枯死木対策
⃝災害に強い森林づくり
⃝�森林保全によるＣＯ２吸収量のクレジッ
ト活用

★森林経営体制の確立 ⃝木材利用の促進
⃝森林資源の活用と経営体制の確立

★水産業の振興 ⃝海の環境改善のための取り組み検討
⃝新たな漁業振興策の検討
⃝八郎湖内水面の資源確保

★多様な人材の育成 ⃝農、林、漁業の担い手育成

２�．雇用の促進と起業・事業
承継の支援

×
グリーン活用

×
デジタル活用

★商工業の活性化支援 ⃝経営の安定化に向けた官民連携の強化
⃝キャッシュレス決済、地域通貨の導入検討

★雇用促進・起業・事業承継の支援 ⃝地域雇用、新たな起業への支援
⃝地域産業のＰＲ活動支援
⃝資格取得支援の推進

★求人・事業所情報の発信 ⃝求人情報サイトによる雇用創出
★企業誘致の促進 ⃝ＣＣＳ誘致活動の推進

⃝企業誘致の推進
★�デジタルを活用した新たな働き
方への支援

⃝�未利用施設へのサテライトオフィス展開
の検討
⃝ふるさと納税と新たなビジネスの創出支援

３．新たな産業の創出

×
デジタル活用

×
グリーン活用

★サテライトキャンパスの誘致 ⃝�地域課題解決に向けたサテライトキャン
パスの誘致

★デジタル人材の確保・育成 ⃝デジタル人材の確保・育成
★資源エネルギーの地産地消 ⃝地域内エネルギーの地域内循環の検討
★�資源エネルギーによる地域経済
の循環

⃝未利用地の最大限活用
⃝再エネ導入区域のゾーニングの検討
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誰もが健やかでいきいきと暮らせるまち［子育て・健康・福祉］

（1）現状と課題
◆子育て世代は共働きの家庭が増えており、町内の保育園は子育て支援の大きな役割を占めています。
◆�令和４年７月にオープンした子育て交流施設「みっしゅ」は、天気を気にせず親子で利用でき、
遊びながら子育てに関して気軽に情報交換や相談ができる施設として、町内外から好評を得てい
ます。
◆�誰もが住み慣れた地域でいきいきと生活するためには、一人ひとりの健康に関する意識の高まり
を啓発し、疾病予防に取り組む必要があります。
◆�人口減少と核家族化の進行等に伴い、生活における様々な課題が増えることが予想されるため、
地域福祉の課題について、行政・住民・関係機関がこれまで以上に連携・協働する必要があります。

（2）５年間の方向性
◇�安心して出産でき、子どもが家庭や地域で温かく見守られながら健やかに成長出来るよう、妊娠
から出産、子育てに関する相談等、行政や地域、関係団体等が連携して支援します。
◇�子育て交流施設「みっしゅ」については、今後も相談支援体制の充実を図り、子育て世帯が利用
しやすい施設として維持します。
◇�男女共同参画社会の実現に向けて、男女ともに働きやすい環境づくりや子育てと仕事の両立支援、
地域で男女それぞれが活躍できる環境づくり等について住民や事業者と連携した取り組みを推進
します。
◇�住み慣れた場所で健康で活躍し続けるため、人との交流を図りながら、健康づくりや疾病予防、
介護予防の取り組みを行い、一人ひとりが健康でいきいきと暮らすことができる環境を整え、健
康寿命延伸を図ります。
◇�地域や暮らしの中で生じる福祉課題については、行政サービスのみならず、地域住民や民間事業
者等多くの主体と連携しながら対策強化に取り組み、誰もが社会的な差別や偏見等を受けること
なく、困ったときは支え合い、助け合い、安心して暮らすことができる社会を目指します。

基本政策３
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ１） 目標値

子育て交流施設の利用者数（単年） 23,000人
（Ｒ4.7～Ｒ5.6） 23,000人

５年後の国保特定健診受診率 39％ 50％

５年後の後期高齢者健診受診率 12.18％ 23％

５年後の審議会等の女性委員の参画率 21.11％ 30％

主　要　施　策 施策項目（★は重点戦略と共通） 主な内容（⃝は重点戦略と共通）

１�．安心して子育てできる環
境づくり

×
デジタル活用

×
グリーン活用

★�安心して産むことができる環境
づくり

⃝母子保健による相談支援体制の充実
⃝産前産後サポートの充実
⃝子育て世代への応援体制の充実

★地域における子育て支援の充実 ⃝子育て交流施設の有効活用
⃝保育環境の整備・充実
⃝こどもの医療費助成の維持
⃝仕事と子育ての両立への取り組み支援

★切れ目のない相談支援体制の充実 ⃝�こども家庭センターによる相談支援体制
の充実
⃝�デジタルを活用したきめ細やかな子育て
情報の発信
⃝配慮が必要な子どもへの支援

２．男女共同参画社会の実現

×
デジタル活用

★�あらゆる分野における男女共同
参画の推進

⃝男女ともに働きやすい環境づくり
⃝子育てと仕事の両立支援
⃝ハラスメントの根絶
⃝�地域での男女それぞれに活躍できる環境
づくり
⃝多様性の尊重

３．健康寿命の延伸
×

デジタル活用

×
グリーン活用

★健康づくりの推進 ⃝クアオルトウオーキングの推進
⃝健康ポイントの導入検討
⃝ＩＣＴ機器を活用した健康管理の啓発

★疾病予防・介護予防の推進 ⃝特定健診、がん検診の受診率向上
⃝こころと体の健康づくりの推進
⃝地域介護予防活動の推進

４．社会保障の充実
×

デジタル活用

×
グリーン活用

⃝障害者福祉の充実 ⃝相談支援等暮らしを支える取り組みの充実
⃝障害福祉サービスの充実
⃝生活支援及び社会参加の促進

⃝社会保障制度の適正運営 ⃝�国民健康保険、後期高齢者医療保険、介
護保険の安定運営
⃝福祉医療制度の実施

５．社会福祉の充実
×

デジタル活用

×
グリーン活用

⃝地域福祉の推進 ⃝包括的な支援体制の構築
⃝適切で利用しやすいサービスの提供
⃝住民同士の支えあい活動の推進

⃝高齢者福祉の推進 ⃝介護保険サービスの提供
⃝地域包括ケアシステムの深化・推進
⃝高齢者の社会参加と生きがいづくりの推進

（3）主要施策と主な内容
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誰もが生涯にわたり学び心豊かに暮らせるまち［教育・文化］

（1）現状と課題
◆�小中学校の児童生徒数が減少していることにより、将来的な児童生徒数の動向を見据え、小中学
校統合に向けた準備が必要です。
◆�生涯学習やスポーツ、芸術文化等について、個々の学びを充実させるとともに成果を地域や社会
の中で活かす取り組みが必要となっています。
◆�地域の歴史や文化を後世に継承するため、文化財の保存、継承に向けた対策に取り組む必要があ
ります。

（2）５年間の方向性
◇�町の将来を担う子どもたちが、個性と創造力を伸ばし健やかに成長できる環境を整えるため、新
たな学びに向けた環境整備、教育ＤＸ活用による教育環境の充実に努めます。
◇�学校・家庭・地域が連携して支援に取り組み、育児相談や交流機会の拡充、各種事業への参加を
通じて全ての保護者が前向きで充実した家庭教育を行えるような環境づくりに努めます。
◇�子どもたちの「町や地域」に対する愛着や関心を育むため、地域行事への参加やふるさと学習を
推進します。
◇奨学金貸与により教育を受ける機会の充実を図ります。
◇�各種団体や企業等との連携による三種町町民祭を開催し、文化の交流や各種体験の機会を創出し
ます。
◇�個人の学習やスポーツ活動、芸術文化活動を推進し、生涯学習等の成果について地域や社会の中
で活かす機会をつくります。
◇歴史や文化財の保護、継承のため、地域の子どもたちへの伝承と人材の育成に取り組みます。
◇�郷土芸能や文化財を次世代へつなぐため、後継者育成などの活動を支援し、地域の財産として活
かします。

基本政策４
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ１） 目　標　値

５年後の小学校再編数 ６校 ５校

５年後の中学校再編数 ３校 ３校

５年間の奨学金返還助成利用者数（累計） ５人（Ｈ30～Ｒ１） 10人

５年後のスポーツ活動団体数 ７団体 ４団体（自立減少）

５年後の郷土芸能継承数 ８団体 ８団体（維持）

主　要　施　策 施策項目（★は重点戦略と共通） 主な内容（⃝は重点戦略と共通）

１．教育環境等の充実

×
デジタル活用

×
グリーン活用

★教育環境、学校教育の充実 ⃝教育環境の整備
⃝教育ＤＸを活用した学びの充実
⃝こどもの確かな学力の育成
⃝ＳＤＧｓ、環境教育の推進

★学校・家庭・地域の連携推進 ⃝�学校・家庭・地域が連携した家庭教育の
充実
⃝地域と学校との協働による体験活動の実施
⃝ふるさと教育の充実
⃝地域の伝統芸能、文化の承継

★学生支援体制の充実 ⃝奨学金貸与等による就学支援と人材育成

⃝青少年の健全育成 ⃝青少年育成町民会議と連携した活動の展開

２．生涯学習・スポーツの推進

×
デジタル活用

⃝生涯にわたる学習活動の充実 ⃝生涯学習の充実
⃝高齢者の学習機会と生きがいづくり創出
⃝団体と子供たちとの世代間交流
⃝文化の交流や体験

⃝生涯スポーツ活動の充実 ⃝スポーツ団体の体制強化と活動支援
⃝生涯スポーツ活動の普及

⃝社会教育推進体制の整備 ⃝社会教育施設の管理・運営
⃝図書の充実と読書活動の推進

３�．芸術・文化活動の振興と
郷土芸能等の継承

×
デジタル活用

⃝芸術・文化活動の推進 ⃝学びの成果発表の機会づくり
⃝芸術文化団体との連携及び活動支援

⃝�郷土芸能の保存と継承、文化財
に親しむ機会の提供

⃝郷土芸能に親しむ機会づくり
⃝郷土芸能後継者の育成支援
⃝文化財の保存と継承

（3）主要施策と主な内容
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地域で支え合う安全安心なまち［地域・防災・生活環境］

（1）現状と課題
◆�地域活動では、自治会が主体となり集落や地区の課題等を解決してきましたが、人口減少や高齢
者世帯の割合が進んでおり、地域のあり方についての対策が必要となっています。
◆�地域で安心して生活を続けるためには、さまざまな課題に対して住民や行政、関係機関が一体と
なって取り組むことが求められています。

（2）５年間の方向性
◇�今後の地域のあり方について検討し、住民が主体となった地域での支え合い活動や自治会同士の
活動連携について、住民、関係団体、行政が一体となった共助のしくみを今後も支援します。
◇空き家については、空き家バンクの登録や老朽化した空き家の対策を進めます。
◇�近年の気候変動に伴う自然災害や感染症等の被害に備え、デジタル・トランスフォーメーション
（ＤＸ）やグリーン・トランスフォーメーション（ＧＸ）を最大限活用した生活環境の整備とと
もに、災害や危機に強い地域づくりを進めます。
◇�住民共助によるふれあいバス、巡回バスは運行開始から５年目を迎え、新たなコミュニティの形
成にもつながっており、年々利用者が増加しています。今後は、持続可能な公共交通システムの
維持とデジタル技術を活用したキャッシュレス化を検討します。
◇�町は令和５年３月に2050年までに温室効果ガスの排出量をゼロにするカーボンニュートラル宣
言をしています。地球温暖化は住民の生活に密接に関係した課題であるため、住民・事業者・関
係団体・町が一体となって積極的に地球温暖化対策に取り組みます。

（3）主要施策と主な内容

基本政策５

主　要　施　策 施策項目（★は重点戦略と共通） 主な内容（⃝は重点戦略と共通）

１�．地域コミュニティの活性
化支援

×
デジタル活用

★自治会活動の活性化支援 ⃝自治会活動への支援
⃝施設整備への支援

★地域支えあいの活動支援 ⃝住民共助活動への支援
⃝各種団体活動の活性化支援

★社会生活でのデジタル活用 ⃝マイナンバーカードの普及促進
⃝デジタル普及に伴う操作講習会等の実施
⃝電子申請の拡充
⃝施設予約のオンライン化
⃝キャッシュレス決済の拡充

２�．災害・危機に強いまちづ
くり

×
デジタル活用

×
グリーン活用

★災害・危機に強いまちづくり ⃝スピーディーな情報発信
⃝再エネを活用した災害に強い避難所の整備

★地域防災力の向上 ⃝自主防災組織の設立支援
⃝自然災害への備えに向けた意識啓発
⃝防災士の育成支援

★消防・防災基盤の整備活用 ⃝防災行政無線戸別受信機の維持管理
⃝消防施設の適正配置
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ１） 目　標　値
５年後の自治会連携組織数（累計） ２組織 ５組織
５年後の自主防災組織数（累計） ３団体 ８団体
５年後の危険な空き家の解体数（累計） 42件（Ｈ26～Ｒ１） 100件

新規
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ５） 目　標　値

住民共助による地域づくり活動活用件数（単年） ８団体 12団体
マイナンバーカード交付率 79.5％ 85％
電子申請可能な手続きのオンライン化率
（手続き数約1,000件） － 20％

琴丘総合体育館におけるオンライン予約数 － 385件
（Ｒ４予約総件数の50％）

主　要　施　策 施策項目（★は重点戦略と共通） 主な内容（⃝は重点戦略と共通）
３�．環境にやさしいエコなま
ちづくり

×
デジタル活用

×
グリーン活用

★環境にやさしいまちづくり ⃝健康住宅への転換支援
⃝ゼロカーボンアクションの推進
⃝ＥＶ自動車の普及支援

⃝�ゴミの減量化・廃棄物の適正処
理の推進

⃝廃棄物の適正処理
⃝不法投棄防止対策の強化
⃝ごみの減量化の啓発促進
⃝ＥＭ事業講座の開催・ボカシの配布

４．生活環境の整備充実

×
デジタル活用

×
グリーン活用

⃝ＩＣＴ・ＩｏＴの活用促進 ⃝東部難視解消施設の維持
⃝光通信網設備の維持

⃝空き家対策の推進 ⃝空き家対策事業の推進
⃝良質な飲用水の供給 ⃝水道施設維持補修
⃝下水道施設の適切な保守管理 ⃝下水道施設維持補修
⃝温泉設備の整備充実 ⃝温泉設備の整備充実
★持続可能な公共交通体系の維持 ⃝公共交通運行へのデジタル導入

⃝ふれあいバスのキャッスレス化
⃝運行団体の育成支援
⃝大館能代空港の利用促進

⃝道路交通網の整備 ⃝町道の維持管理
⃝橋梁の長寿命化の推進
⃝冬期道路交通網の安全確保

⃝居住環境の整備 ⃝住宅リフォームへの支援
⃝町営住宅の長寿命化対策

⃝防犯・交通安全対策の推進 ⃝街路灯の維持管理
⃝消費者対策の推進 ⃝消費者の被害未然防止対策の推進
⃝公園・緑地の環境整備 ⃝公園、緑地環境の整備
⃝斎場の管理 ⃝清華苑の維持管理

39

 

第
３
編  

基
本
計
画



安定した行財政運営のまち［行財政運営の効率化］

（1）現状と課題
◆�人口減少や少子高齢化が進行する中、行政サービスが複雑化・多様化しており、現在の行政サー
ビスを将来にわたり維持することが困難になることが予想されます。また、新型コロナウイルス
感染症対策においても、国や地方公共団体で使用している情報システムや業務プロセスの相違に
より迅速な対応ができないなど、デジタル化の遅れによる行政の課題が顕在化しています。
◆�定員管理計画や行財政改革推進などにより、人件費や公債費等の経常経費の縮減、事業の選択と
集中による計画的な予算執行が行われてきたことで、これまで収支の均衡が保たれてきています
が、今後大規模工事等による大幅な歳出の増加が見込まれるため、さらなる財政の健全化が必要
です。

（2）５年間の方向性
◇�効率的な行政運営のため、課題となっている広報等配布業務の見直しや、行政事務における電子
決裁の導入を進めます。また、社会情勢の変化に対応するため、新しいデジタル技術に合わせて
変革していくデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）を推進し、役場の組織機構の見直し
をはじめ、マイナンバーカードを活用した電子申請の拡充や施設予約のオンライン化など町民の
利便性・生活の質の向上を図ります。
◇�財政運営では、事業の必要性、効率性、適切な負担割合などの観点から既存事業の見直しによる
歳出の抑制と、重点事業の財源確保、未利用財産の有効活用や効率的な公共施設管理運営に取り
組みます。
◇社会情勢の変化により多様化するニーズに対応するため、広域的な事業連携を推進します。

基本政策６

40



主　要　施　策 施策項目（★は重点戦略と共通） 主な内容（⃝は重点戦略と共通）

１�．行政運営の効率化と行政
改革の推進

×
デジタル活用

×
グリーン活用

⃝効率的な行政運営 ⃝機構改革の検討
⃝団体の自立等の推進
⃝第三セクターの統廃合の検討
⃝行政評価制度の活用
⃝広報等配布方法の見直し

⃝民間委託・情報通信技術の活用 ⃝諸証明発行窓口の拡充
⃝民間業務委託の推進
⃝受付業務体制の見直し
⃝情報セキュリティクラウドの利用
⃝電子申請の拡充
⃝電子決裁の導入
⃝ＩＣＴ、ＡＩ等による業務の効率化の検討
⃝施設予約のオンライン化
⃝キャッスレス決済の拡充

⃝職員の資質向上 ⃝職員研修の充実

２．健全で計画的な財政運営

×
デジタル活用

×
グリーン活用

⃝歳出の抑制と歳入の確保 ⃝重点施策への予算措置
⃝実質公債費比率の健全化状態維持
⃝内部経費の削減
⃝町単独補助金の適正化
⃝職員の定員管理計画の推進
⃝所得・税収の増加施策
⃝町税等に係る収納率の向上
⃝税外未収金の管理・回収強化
⃝未利用財産の有効活用
⃝ふるさと納税の推進
⃝企業版ふるさと納税の推進
⃝広告収入の確保
⃝資源ごみリサイクルの推進

⃝公共施設の効率的な管理運営 ⃝�指定管理者制度及び民間による施設管理
の検討
⃝施設管理費の公表と削減
⃝公共施設等個別施設計画の推進

３．広域連携の推進 ⃝広域行政圏事業の推進 ⃝上水道事業の広域連携の推進

（3）主要施策と主な内容
※�行財政改革推進計画に基づき効果検証を行うため、重要業績評価指標（ＫＰＩ）を設定していま
せん。
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1.	 若者が定住し賑わう戦略

2.	 稼げる産業をつくる戦略

3.	 みたねの子ども育成戦略

4.	 住民と連携した地域づくり戦略

第２章

重　点　戦　略
（デジタル田園都市国家構想総合戦略）

重点戦略について
　本町の最重要課題である『人口減少ストップ！』
を実現するため、「若者の定住を増やす！」「稼げ
る産業をつくる！」の２つの戦略方針に基づき、
４つの重点戦略を掲げ、次の戦略内容に添った施
策を重点的に実施します。

◆デジタルの力を活用した地域課題解決・魅力向上
◆三種町2050カーボンニュートラルの達成

「ＤＸ・ＧＸの最大限活用とＳＤＧｓ達成！！」



重　点　戦　略 重　点　施　策 主　な　内　容

若者が定住し賑わう戦略

若者の定住と住み続けたいま
ちづくり

定住・移住対策の推進
新たな出会いとの創出と結婚支援
若者によるまちづくりや地域交流の促進

観光資源の充実と交流人口の
拡大

観光資源の整備充実
交流人口の拡大
自治体間連携の推進

関係人口拡大と賑わいの創出 関係人口受入体制の充実
様々な媒体による情報発信

稼げる産業をつくる戦略

農林水産業の基盤安定と所得
向上

次世代型農林水産業の普及促進
農業の基盤整備
生産経営体系の強化・育成
適正な森林資源管理
森林経営体制の確立
水産業の振興
多様な人材の育成

雇用の促進と起業・事業承継
の支援

商工業の活性化支援
雇用促進・企業・事業承継の支援
求人・事業所情報の発信
企業誘致の促進
デジタルを活用した新たな働き方への支援

新たな産業の創出

サテライトキャンパスの誘致
デジタル人材の確保・育成
資源エネルギーの地産地消
資源エネルギーによる地域経済の循環

みたねの子ども育成戦略

安心して子育てできる環境づ
くり

安心して産むことができる環境づくり
地域における子育て支援の充実
切れ目のない相談支援体制の充実

子どもの育みを支える環境づ
くり

教育環境、学校教育の充実
学校・家庭・地域の連携推進
学生支援体制の充実

男女共同参画社会の実現 あらゆる分野における男女共同参画の推進

住民と連携した地域づくり
戦略

生涯活躍の地域コミュニティ
の支援

自治会活動の活性化支援
地域支えあいの活動支援
社会生活でのデジタル活用

健康寿命の延伸 健康づくりの推進
疾病予防・介護予防の推進

安心安全快適なまちづくり

災害・危機に強いまちづくり
地域防災力の向上
消防・防災基盤の整備活用
持続可能な公共交通体系の維持
環境にやさしいまちづくり

重点戦略の体系
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重　点　施　策 主　な　内　容 主な取り組み（例）

１�．若者の定住と住み続けた
いまちづくり

×
デジタル活用

定住・移住対策の推進 住宅取得に関する支援
空き家の効果的利活用
新たな住宅需要への取り組み
ふるさと回帰等就職・移住支援事業の推進

新たな出会いの創出と結婚支援 出会い創出事業への支援
気軽に参加できる交流イベントの実施
新生活応援プラン

若者によるまちづくりや地域交流
の促進

若者団体の活動支援、交流促進
交流拠点のデジタルインフラの整備

2�．観光資源の充実と交流人
口の拡大

×
グリーン活用

×
デジタル活用

観光資源の整備充実 既存観光資源の整備・保全
新たな観光資源の発掘と磨き上げ
宿泊施設の魅力向上

交流人口の拡大 観光情報提供の充実
滞在を促進するイベントの実施
指定管理事業の体制強化
体験交流メニューの充実

自治体間連携の推進 広域連携した観光事業の促進

若者が定住し賑わう戦略

（1）方 向 性
◇�10歳代後半から20歳代の若者の多くが就学を理由として転出するケースが多い反面、コロナ禍
の影響により、デジタルやオンラインの活用が進み、時間と場所に捉われない働き方が可能になっ
たことで、地方で働くことも選択肢になり、近年は、30歳代から40歳代の転入もみられるよう
になっています。卒業による若者の就職や、豊かな環境で子育てを希望する世代に対して、ふる
さと回帰を促進するため、情報発信の強化と受け入れ体制の充実を図ります。
◇�近年、若い世代の活動により、様々なイベントが実施され、地域に新たな賑わいを創出していま
す。今後は団体同士の連携も図りながら、多世代が一緒に楽しめるような活動を支援します。
◇�地域の観光資源の整備や情報通信基盤の整備等、観光イベントの充実を図るための体制強化に努
め、交流人口の拡大を図ります。
◇�ＳＮＳやYouTube等様々な媒体を活用し、三種町が持つ魅力をわかりやすく効果的に伝えるこ
とで、若い世代を中心とした三種町のファンを増やし、将来的に移住につながる関係人口の創出・
拡大に取り組みます。

（2）重点施策

重点戦略１
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ１） 目　標　値

５年後の三種町の人口（2025年推計） 14,163人 14,385人

５年後の定住・移住対策による定住・移住者（累計） ４人（２世帯） 85人（35世帯）

５年後の結婚支援事業活用成婚数（累計）
（結婚祝金除く） ２組 ５組

５年後の出生者数（率） 46人（2.8％） 60人（4.2％）

５年後の町内宿泊施設宿泊者数（単年） 12,000人 15,000人

５年後の交流人口数（単年） 1,070,000人 1,170,000人

重　点　施　策 主　な　内　容 主な取り組み（例）

３�．関係人口拡大と賑わいの
創出

×
デジタル活用

関係人口受入体制の充実 関係人口創出事業の促進
テレワーク、ワーケーション等受け入れ体
制の整備の検討
スポーツを活用した交流と賑わいの創出

様々な媒体による情報発信 デジタルを活用した様々な情報発信
YouTube等を活用したみたねの魅力発信

新規
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ５） 目　標　値

20代・30代の男女別転入者数（単年）
男 59人 71人

女 62人 74人

20代・30代の男女別転出者割合（単年）
男 8.3％（84人） 7.3％（63人）

女 10.0％（91人） 9.0％（77人）

これからも三種町に住み続けたいと思う中学校３年
生の割合 26.5％ 32％

町公式ＳＮＳのフォロワー数 2,787人 5,000人

町公式YouTubeのフォロワー数 647人 1,300人
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重　点　施　策 主　な　内　容 主な取り組み（例）

１�．農林水産業の基盤安定と
所得向上

×
グリーン活用

×
デジタル活用

次世代型農林水産業の普及促進 スマート技術の情報伝達
スマート技術導入への支援
じゅんさい生産体制の整備

農業の基盤整備 生産基盤の整備・充実
農地の脱炭素化の導入検討
気象災害への対策強化

生産経営体制の強化・育成 燃料費高騰対策に向けた省エネ設備化の推進
農林水産物の地産地消の推進
経営所得安定対策
担い手農家への農地集積

適正な森林資源管理 森林資源の実態調査
森林資源の再生
松くい虫対策等枯死木対策
災害に強い森林づくり
森林保全によるＣＯ２吸収量のクレジット
活用

森林経営体制の確立 木材利用の促進
森林資源の活用と経営体制の確立

水産業の振興 海の環境改善のための取り組み検討
新たな漁業振興策の検討
八郎湖内水面の資源確保

多様な人材の育成 農、林、漁業の担い手育成

稼げる産業をつくる戦略

（1）方 向 性
◇�農業従事者の高齢化や労働力不足に対応するためには、デジタル・トランスフォメーション（Ｄ
Ｘ）の技術を活用し、作業の効率化と生産性の向上を進める必要があります。スマート技術を活
用した農作業の効率化やデジタル技術の効果について、情報伝達と普及に努めます。また、これ
まで維持してきた農地を次の世代へ引き継いでいくため、手間や時間、生産コストを減らすこと
が期待される農地の集約化に向けた取り組みを進めます。
◇�町が宣言している「2050年カーボンニュートラル」の実現には、多くのＣＯ２の吸収量が期待さ
れる農林水産業の取り組みが非常に重要です。農地、森林、海といった地域資源を最大限活用し
ながら、再生可能エネルギーを活用し、地域内での経済循環や新たな産業の創出に努めます。
◇�激変する社会情勢の中で地方の魅力を高めるには、生活の基盤である地域産業を活性化する必要
があります。個人や中小企業の経営者がチャレンジしやすい環境をつくり、事業拡大や起業を志
す人とアイデアが集まりやすい環境を整えます。

（2）重点施策

重点戦略２
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重　点　施　策 主　な　内　容 主な取り組み（例）

２�．雇用の促進と起業・事業
承継の支援

×
デジタル活用

商工業の活性化支援 経営の安定化に向けた官民連携の強化
キャッシュレス決済、地域通貨の導入検討

雇用促進・起業・事業承継の支援 地域雇用、新たな起業への支援
地域産業のＰＲ活動支援
資格取得支援

求人・事業所情報の発信 求人情報サイトによる雇用創出
企業誘致の促進 ＣＣＳ誘致活動の推進

企業誘致の推進
デジタルを活用した新たな働き方
への支援

未利用施設へのサテライトオフィス展開の
検討
ふるさと納税と新たなビジネスの創出支援

３．新たな産業の創出

×
グリーン活用

×
デジタル活用

サテライトキャンパスの誘致 地域課題解決に向けたサテライトキャンパ
スの誘致

デジタル人材の確保・育成 デジタル人材の確保・育成
資源エネルギーの地産地消 地域内エネルギーの地域内循環の検討
資源エネルギーによる地域経済の
循環

未利用地の最大限活用
再エネ導入区域のゾーニングの検討

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ１） 目　標　値

５年後の農業法人数（累計） 17法人 20法人

５年後の担い手確保、育成者数（累計） 683人 653人

５年後の起業件数（累計） ４件（Ｈ27～Ｈ30） ５件

５年後の企業誘致件数（累計） 実績なし ２件

５年後の新規雇用奨励事業利用者数（累計） 12人 50人

新規
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ５） 目　標　値

地域でまもる高性能機械導入支援事業による件数 － 20件
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重　点　施　策 主　な　内　容 主な取り組み（例）

１�．安心して子育てできる環
境づくり

×
グリーン活用

×
デジタル活用

安心して産むことができる環境づ
くり

母子保健による相談支援体制の充実
産前産後サポートの充実
子育て世代への応援体制の充実

地域における子育て支援の充実 子育て交流施設の有効活用
保育環境の整備・充実
こどもの医療費助成の維持
仕事と子育ての両立への取り組み支援

切れ目のない相談支援体制の充実 こども家庭センターによる相談支援体制の
充実
デジタルを活用したきめ細やかな子育て情
報の発信
配慮が必要な子どもへの支援

みたねの子ども育成戦略

（1）方 向 性
◇�安心して出産でき、子どもが家庭や地域で温かく見守られながら健やかに成長出来るよう、妊娠
から出産、子育てに関する相談等、行政や地域、関係団体等が連携して支援します。
◇�令和４年７月にオープンした子育て交流施設「みっしゅ」は、天気を気にせず親子で利用でき、
遊びながら子育てに関して気軽に情報交換や相談ができる施設として、町内外から好評を得てい
ます。今後も相談支援体制の充実を図り、子育て世帯が利用しやすい施設として維持します。
◇�町の将来を担う子どもたちが、個性と創造力を伸ばし健やかに成長できる環境を整えるため、新
たな学びに向けた環境整備、教育ＤＸ活用による教育環境の充実に努めます。
◇�学校・家庭・地域が連携して支援に取り組み、育児相談や交流機会の拡充、各種事業への参加を
通じて全ての保護者が前向きで充実した家庭教育を行えるような環境づくりに努めます。
◇�子どもたちの「町や地域」に対する愛着や関心を育むため、地域行事への参加やふるさと学習を
推進します。
◇歴史や文化財の保護、継承のため、地域の子どもたちへの伝承と人材の育成に取り組みます。
◇奨学金貸与により教育を受ける機会の充実を図ります。
◇�男女共同参画社会の実現に向けて、男女ともに働きやすい環境づくりや子育てと仕事の両立支援、
地域で男女それぞれが活躍できる環境づくり等について住民や事業者と連携した取り組みを推進
します。

（2）重点施策

重点戦略３
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ１） 目　標　値

子育て交流施設の利用者数（単年） 23,000人
（Ｒ4.7～Ｒ5.6） 23,000人

５年後の小学校再編数 ６校 ５校

５年後の中学校再編数 ３校 ３校

５年間の奨学金返還助成利用者数（累計） ５人（Ｈ30～Ｒ１） 10人

重　点　施　策 主　な　内　容 主な取り組み（例）

２�．子どもの育みを支える環
境づくり

×
グリーン活用

×
デジタル活用

教育環境、学校教育の充実 教育環境の整備
教育ＤＸを活用した学びの充実
こどもの確かな学力の育成
ＳＤＧｓ、環境教育の推進

学校・家庭・地域の連携推進 学校・家庭・地域が連携した家庭教育の充実
地域と学校との協働による体験活動の実施
ふるさと教育の充実
地域の伝統芸能、文化の承継

学生支援体制の充実 奨学金貸与等による就学支援と人材育成

３．男女共同参画社会の実現

×
デジタル活用

あらゆる分野における男女共同参
画の推進

男女ともに働きやすい環境づくり
子育てと仕事の両立支援
ハラスメントの根絶
地域での男女それぞれに活躍できる環境づ
くり
多様性の尊重
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重　点　施　策 主　な　内　容 主な取り組み（例）

１�．生涯活躍の地域コミュニ
ティの支援

×
デジタル活用

×
グリーン活用

自治会活動の活性化支援 自治会活動への支援
施設整備への支援

地域支えあいの活動支援 住民共助活動への支援
各種団体活動の活性化支援

社会生活でのデジタル活用 マイナンバーカードの普及促進
デジタル普及に伴う操作講習会等の実施
電子申請の拡充
施設予約のオンライン化

住民と連携した地域づくり戦略

（1）方 向 性
◇�今後の地域のあり方について検討し、住民が主体となった地域での支え合い活動や自治会同士の
活動連携について、住民、関係団体、行政が一体となった共助のしくみを構築します。

◇�マイナンバーカードを活用した電子申請の拡充や施設予約のオンライン化など、町民の利便性・
生活の質の向上を図るとともに、デジタルに不慣れな方への講習会等を実施します。

◇�住み慣れた場所で健康で活躍し続けるため、人との交流を図りながら、健康づくりや疾病予防、
介護予防の取り組みを行い、一人ひとりが健康で生き生きと暮らすことができる環境を整え、健
康寿命延伸を図ります。

◇�近年の気候変動に伴う自然災害や感染症等の被害に備え、デジタル・トランスフォーメーション
（ＤＸ）やグリーン・トランスフォーメーション（ＧＸ）を最大限活用した生活環境の整備とと
もに、災害や危機に強い地域づくりを進めます。

◇�住民共助によるふれあいバス、巡回バスは運行開始から５年目を迎え、新たなコミュニティの形
成にもつながっており、年々利用者が増加しています。今後は、持続可能な公共交通システムの
維持とデジタル技術を活用したキャッシュレス化を検討します。

◇�町は令和５年３月に2050年までに温室効果ガスの排出量をゼロにするカーボンニュートラル宣
言をしています。地球温暖化は住民の生活に密接に関係した課題であるため、住民・事業者・関
係団体・町が一体となって積極的に地球温暖化対策に取り組みます。

（2）重点施策

重点戦略４
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重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ１） 目　標　値

５年後の自治会連携組織数（累計） ２組織 ５組織

５年後の自主防災組織数（累計） ３団体 ８団体

５年後の国保特定健診受診率 39％ 50％

５年後の後期高齢者健診受診率 12.18％ 23％

新規
重要業績評価指標（ＫＰＩ） 現状値（Ｒ５） 目　標　値

住民共助による地域づくり活動活用件数（単年） ８団体 12団体

マイナンバーカード交付率 79.5％ 85％

電子申請可能な手続きのオンライン化率
（手続き数約1,000件） － 20％

琴丘総合体育館におけるオンライン予約数 － 385件
（Ｒ４予約総件数の50％）

重　点　施　策 主　な　内　容 主な取り組み（例）

２．健康寿命の延伸

×
デジタル活用

健康づくりの推進 クアオルトウオーキングの推進
健康ポイントの導入検討
ＩＣＴ機器を活用した健康管理の啓発

疾病予防・介護予防の推進 特定健診、がん検診の受診率向上
こころと体の健康づくりの推進
地域介護予防活動の推進

3．安心安全快適なまちづくり

×
デジタル活用

×
グリーン活用

災害・危機に強いまちづくり スピーディーな情報発信
再エネを活用した災害に強い避難所の整備

地域防災力の向上 自主防災組織の設立支援
自然災害への備えに向けた意識啓発
防災士の育成支援

消防・防災基盤の整備活用 防災行政無線戸別受信機の維持管理
消防施設の適正配置

持続可能な公共交通体系の維持 公共交通運行へのデジタル導入
ふれあいバスのキャッスレス化
運行団体の育成支援

環境にやさしいまちづくり 健康住宅への転換支援
ゼロカーボンアクションの推進
ＥＶ自動車の普及支援
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１．国土強靭化の概要
　（１）国土強靭化の背景
　（２）推進方針

２．脆弱性の評価
　（１）基本的な進め方
　（２）評価の手順
　（３）想定されるリスク
　（４）�「備えるべき目標」と「起きてはな

らない最悪の事態」
　（５）�「起きてはならない最悪の事態」を

回避するための方針
目標１ �あらゆる自然災害に対し、人命保護が最大

限図られる（直接死を防ぐ）
目標２ �救助・救急、医療活動等が迅速に行われる

とともに、被災者等の健康・避難生活環境
を確実に確保する（関連死を防ぐ）

目標３ �必要不可欠な行政機能は確保する
目標４ �経済活動を機能不全に陥らせない
目標５ �生活・経済活動に必要なライフラインや情

報通信機能の維持確保と早期復旧を図る
目標６ �地域社会・経済が迅速に復興できる条件を

整備する

３．�「起きてはならない最悪の事態と基本
政策との整理対照表マトリクス」

第３章

国土強靭化地域計画



（1）国土強靭化の背景
　我が国では、東日本大震災など未曾有の大災害を経験し、さまざまな対策を講じてきましたが、
甚大な被害による復旧や復興は長期間にわたっています。この教訓をふまえ「強くしなやかな国
民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靭化基本法（平成25年（2013年）12
月法律第95号）」が制定（改正：令和５年（2023年）６月法律第59号）され、大規模な自然災
害等に備えるため、国、都道府県、市町村は、防災や減災、迅速な復旧に資する施策を総合的か
つ計画的に推進することが定められました。
　本町では、国の「国土強靭化基本計画」、秋田県の「国土強靭化地域計画」を踏まえ、本町基
本政策と併せ一体的に策定します。

（2）推進方針
　町を強靭化する上での将来像を町の基本構想における将来像と同一とし、事前に備えておくべ
き基本目標を念頭に、住民や関係機関と協働し強靭化を推進します。
　町の基本政策、重点戦略と同一にＰＤＣＡサイクルにより毎年度検証を実施します。

１．あらゆる自然災害に対し、人命保護が最大限図られる（直接死を防ぐ）
２．�救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災者等の健康・

避難生活環境を確実に確保する（関連死を防ぐ）
３．必要不可欠な行政機能は確保する
４．経済活動を機能不全に陥らせない
５．�生活・経済活動に必要なライフラインや情報通信機能の維持確保と早期復

旧を図る
６．地域社会・経済が迅速に復興できる条件を整備する

備
え
る
べ
き
目
標

いかなる災害等が発生しようとも、
１．人命保護が最大限図られる
２．地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される
３．地域住民の財産及び公共施設に係る被害が最小化される
４．�迅速に復旧復興がなされるとともに、地域の活性化や地域コミュ

ニティの機能強化等に資する

基
本
目
標

１　国土強靭化の概要
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（1）基本的な進め方
　国土強靭化に関する施策を効果的・効率的に実施するためには、「起きてはならない最悪の事
態」の想定が必要です。この事態を回避するために何をすべきか、という観点が必要になります。

（2）評価の手順

強靭化を推進するために重要な目標を設定

起きてはならない最悪の事態の設定
リスクが発生した場合を想定し、目標の実現を
妨げる最悪の事態を設定

脆弱性の評価（分析・課題抽出）
起きてはならない最悪の事態を回避するための
推進方針の決定

推進方針をもとに重要評価指標の設定

２　脆弱性の評価
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（3）想定されるリスク

大規模災害 被　害　の　規　模

地震・津波 　秋田県地震被害想定調査（平成25年８月）による想定
　予想される最大震度　７

〔過去の主な被害〕
日本海中部地震（Ｍ7.7）昭和58年５月26日発生
釜谷浜での死者　　　　　４人（八竜４）
負傷者　　　　　　　　 14人（八竜９、山本５）
住家被害　　　841件（八竜610うち全壊134、半壊216）

（山本176、琴丘55）
非住家被害　　379件（八竜305、山本55、琴丘19）

風水害・土砂災害 　大雨による住家の浸水、倒壊

〔過去の主な被害〕
「平成25年９月16日の大雨」
　住家の床上浸水48件（八竜２・山本46）
　床下浸水50件（八竜43・山本69・琴丘16）
　非住家浸水128件（八竜43・山本69・琴丘16）
　田の冠水532㌶、道路冠水・崩落・河川被害60か所、
　農業施設被害（ため池・水路決壊）116か所

「令和４年８月10日の大雨」
　住家の床上浸水９件（山本９）
　床下浸水13件（山本４・琴丘９）
　非住家浸水35件（山本21・琴丘14）
　田の冠水83㌶、道路冠水・崩落・河川被害322か所、
　農業施設被害20か所

「令和５年７月15日の大雨」
　住家の床上浸水14件（八竜１・山本12・琴丘１）
　床下浸水24件（八竜10・山本11・琴丘３）
　非住家浸水62件（八竜24・山本29・琴丘９）
　田の冠水860.5㌶、道路・河川被害45か所、農業施設被害222か所

56



（4）「備えるべき目標」と「起きてはならない最悪の事態」

備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

１．�あらゆる自然災害に対し、
人命保護が最大限図られ
る（直接死を防ぐ）

①大規模地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生
②大規模津波による死傷者の発生
③�集中豪雨による広域かつ長期的な住宅街等の浸水やため池・防災
インフラの損壊・機能不全による死者の発生
④大規模な土砂災害による死傷者の発生
⑤暴風雪および豪雪による死傷者の発生
⑥情報伝達の不備等による避難行動の遅れに伴う死傷者の発生
⑦防災意識の低さによる避難行動の遅れに伴う死傷者の発生

２．�救助・救急、医療活動等
が迅速に行われるととも
に、被災者等の健康・避
難生活環境を確実に確保
する（関連死を防ぐ）

①消防、警察等の被災等による救助、救急活動の停滞
②医療施設および関係者の不足、被災等による医療機能の麻痺
③被災地での食料、飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止
④多数の帰宅困難者等の発生に伴う避難所等の不足
⑤多数かつ長期にわたる孤立集落等の発生
⑥�大規模な自然災害と感染症との同時発生による、災害対応機能の
大幅な低下

３．�必要不可欠な行政機能は
確保する

①行政施設および職員の被災による行政機能の大幅な低下

４．�経済活動を機能不全に陥
らせない

①物流の寸断等による経済活動の停滞
②産業の停滞
③農地、森林や生態系等の被害による荒廃・多面的機能の低下

５．�生活・経済活動に必要な
ライフラインや情報通信
機能の維持確保と早期復
旧を図る

①�電話・携帯電話など情報通信機能の障害等により、避難行動や救
助・支援が遅れる事態
②電気、石油等の供給機能の長期間停止
③上水道等の長期間にわたる機能停止
④汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止
⑤信号機の全面停止等による重大交通事故の多発
⑥地域交通ネットワークが分断する事態

6．�地域社会・経済が迅速に
復興できる条件を整備す
る

①災害廃棄物の処理の停滞により復旧が大幅に遅れる事態
②人材の不足により復旧、復興が大幅に遅れる事態
③地域コミュニティの崩壊等により復旧、復興が大幅に遅れる事態
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（5）「起きてはならない最悪の事態」を回避するための推進方針
●は重点推進方針

回避する内容 推　　進　　方　　針

住宅・建築物の倒壊 ○住宅の耐震化
●公共特定建築物の耐震化
○社会福祉施設等の耐震化
○指定文化財・史跡の耐震化

建築物の倒壊による被害拡大 ●空き家対策
○住宅地の整備

家具類の転倒による負傷 ○家具類の固定など室内の安全対策

火災からの逃げ遅れ ○住宅用火災報知機の設置

想定される最悪の事態▶▶▶①大規模地震による建物等の倒壊や火災による死傷者の発生

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

５年後の公共特定建築物の耐震化率 90.3％ 95％

回避する内容 推　　進　　方　　針

堤防や護岸等のインフラ被害 ○海岸保全施設の整備

津波到達までに逃げ切れない ●津波ハザードマップの作成・周知
●津波避難計画の策定

想定される最悪の事態▶▶▶②大規模津波等による死傷者の発生

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

津波ハザードマップの策定 策定済
平成31年３月 必要に応じて見直し

津波避難計画の策定 策定済
令和元年９月 必要に応じて見直し

あらゆる自然災害に対し、人命保護が最大限図ら
れる（直接死を防ぐ）

目標１．
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回避する内容 推　　進　　方　　針

河川堤防などの構造物損傷 ●河川改修等の治水対策
●河川関連施設の老朽化対策

浸水地域に要救助者が取り残される ●洪水ハザードマップの作成、周知
●避難情報等の判断基準等の策定（洪水・高潮災害）

防災施設が損壊または機能不全に陥る ●河川関連施設の老朽化対策
●ため池ハザードマップの整備
●農業用ため池の整備

想定される最悪の事態▶▶▶③�集中豪雨による広域かつ長期的な住宅街等の浸水やため池・
防災インフラの損壊・機能不全による死者の発生

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

洪水ハザードマップ策定 策定済
平成31年３月 必要に応じて見直し

避難情報の判断・伝達マニュアル
（洪水等水害編）の策定

策定済
令和元年10月 必要に応じて見直し

避難情報の判断・伝達マニュアル
（高潮災害編）の策定

策定済
令和元年10月 必要に応じて見直し

防災重点ため池数（56）のうち
５年間の整備か所数 ２ ６

回避する内容 推　　進　　方　　針

土石流や崖崩れに巻き込まれる ○土砂災害対策施設の整備
●土砂災害ハザードマップの作成、周知
●土砂災害避難指示等の発令基準等の策定

想定される最悪の事態▶▶▶④大規模な土砂災害による死傷者の発生

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

土砂災害ハザードマップの策定 策定済
平成31年３月 必要に応じて見直し

避難情報等の判断・伝達マニュアル
（土砂災害編）の策定

策定済
令和元年10月 必要に応じて見直し
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回避する内容 推　　進　　方　　針

道路が雪で交通不能になる ●道路除雪等による冬期の交通確保

雪下ろしによる死傷者の発生 ○雪下ろし事故防止対策

想定される最悪の事態▶▶▶⑤暴風雪および豪雪による死傷者の発生

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

除雪計画の見直し 毎年実施 毎年実施

回避する内容 推　　進　　方　　針

関係機関の情報が途絶する ○関係行政機関等による情報共有体制の強化
●秋田県総合防災情報システムによる迅速・確実な情報
　伝達体制の強化
●秋田県総合防災情報システムによる情報収集・伝達
　手段の確保

災害現場へ情報が届かない ○ヘリコプターテレビ中継システムによる災害情報の収集

住民へ情報が届かない ○Ｊアラートによる情報伝達
●複数の情報伝達手段の整備等

想定される最悪の事態▶▶▶⑥情報伝達の不備等による避難行動の遅れに伴う死傷者の発生

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

秋田県総合防災情報システムの受発信訓練の実施 毎年実施 毎年実施

秋田県情報集約配信システムの情報伝達訓練の実施 毎年実施 毎年実施

Ｊアラート自動起動装置 設置済
（平成23年３月） 現状維持

防災行政無線メール配信サービス登録者数 779人（Ｒ2） 1,150人（Ｒ7）
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回避する内容 推　　進　　方　　針

避難の遅れによる死傷者発生 ●自主防災活動の充実・強化
○地域の防災・避難訓練の実施
○出前講座の実施等
●学校における防災教育の充実
○多様な主体が参画する防災訓練の実施

想定される最悪の事態▶▶▶⑦防災意識の低さによる避難行動の遅れに伴う死傷者の発生

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

５年後の自主防災組織を組織している
団体数と自治会の割合 ３団体　2.9％ ８団体　7.8％

防災訓練を実施する学校の割合 100％ 100％
（現状維持）
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回避する内容 推　　進　　方　　針

医療施設が機能を喪失する ○災害拠点病院の耐震化

医薬品を確保できない ○災害時における医薬品・医療機器等の供給・確保体制の整備

被災地での医療救護活動が滞る ●医療救護活動の確保

想定される最悪の事態▶▶▶②医療施設および関係者の不足、被災等による医療機能の麻痺

回避する内容 推　　進　　方　　針

警察調査の被災による応急活動機
能喪失

●駐在所の代替確保

消防施設の被災等による応急活動
機能喪失

●消防施設の機能維持
○消防施設における燃料の確保

応急活動を行う人員の不足 ●消防団への加入促進
○消防団員の技術力向上
○災害時の団員の安全確保
○緊急消防援助隊の計画的な整備

想定される最悪の事態▶▶▶①消防、警察等の被災等による救助、救急活動の停滞

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

５年後の消防団員数の条例定数充足率 84.81％ 85％
（現状維持）

５年後の消防団協力事業所数 ９事業所 10事業所

救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに、被災
者等の健康・避難生活環境を確実に確保する（関連死を防ぐ）

目標２．
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回避する内容 推　　進　　方　　針

備蓄などの事前対策が不十分で食
料・飲料水等が枯渇する

●共同備蓄物資の整備
●民間事業者との物資調達協定の締結

援助物資が届かない

●自助による備蓄の促進
●公共施設への分散備蓄の促進
○物流事業者との物資輸送・保管協定の締結
●物資集積拠点の指定
○�物資の輸送・保管・仕分け等に関するマニュアルの策定・
運用

想定される最悪の事態▶▶▶③�被災地での食料、飲料水等、生命に関わる物資供給の長期停止

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

共同備蓄物資の目標達成 達成済 現状維持

災害時における物資の供給に関する協定の締結 締結済 随時拡充

物資を備蓄している公共施設数

６施設
（三種町役場・琴丘地域拠
点センター・ふれあいセン
ター・釜谷地区災害備蓄倉
庫・金陵の館・旧陶芸教室）

現状維持
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回避する内容 推　　進　　方　　針

被災者が避難所の場所を把握して
いない

●指定緊急避難場所、指定避難所の指定等
●福祉避難所の指定

災害発生直後に帰宅困難者が多数
発生する

●指定緊急避難場所、指定避難所の指定等

避難所が被災して使用できない ○学校施設の防災機能の強化
○公園における避難場所機能の確保

避難所において良好な生活環境を
確保できない

○避難所における生活環境の整備

避難所外の避難者を把握できない ●避難所以外の場所に滞在する被災者の把握手段の確認・支援

想定される最悪の事態▶▶▶④多数の帰宅困難者等の発生に伴う避難所等の不足

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

指定緊急避難場所の指定 12か所指定済
平成29年６月 必要に応じて見直し

指定避難所の指定 ９か所指定済
平成29年６月 必要に応じて見直し

福祉避難所の指定数 １施設
平成29年６月 必要に応じて見直し

避難所運営マニュアルの策定 策定済
平成23年３月 必要に応じて見直し

回避する内容 推　　進　　方　　針

孤立地区の被害状況が確認できない ○通信手段の確保

孤立状態が解消できない ●孤立予防対策
●河川改修等の治水対策
●土砂災害対策施設の整備
●道路施設の防災・老朽化対策
●発電機など電力の確保
●緊急物資の備蓄

想定される最悪の事態▶▶▶⑤多数かつ長期にわたる孤立集落等の発生

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

５年後の橋梁長寿命化進捗率 62％ 92％
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回避する内容 推　　進　　方　　針
避難所で感染症が集団発生する ●健康危機管理能力の向上

○平時からの感染症予防対策の強化

想定される最悪の事態▶▶▶⑥�大規模な自然災害と感染症との同時発生による、災害対応
機能の大幅な低下

回避する内容 推　　進　　方　　針

業務が継続できない ●業務継続体制の強化
●執務環境の整備

庁舎が停電する ○停電時の行政機能の確保
○非常用電源等の確保
○停電対応訓練の実施

想定される最悪の事態▶▶▶①行政施設および職員の被災による行政機能の大幅な低下

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

業務継続計画の策定 策定済
令和２年２月 必要に応じて見直し

必要不可欠な行政機能は確保する
目標３．
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回避する内容 推　　進　　方　　針

町内の企業活動が停止する ●企業における業務継続体制の強化

想定される最悪の事態▶▶▶①物流の寸断等による経済活動の停滞

経済活動を機能不全に陥らせない
目標４．

回避する内容 推　　進　　方　　針

農地・森林等の荒廃により
防災機能が低下する

○農業・農村の多面的機能の確保
●農業水利施設の保全管理
●森林整備
●林道改良

想定される最悪の事態▶▶▶③農地、森林や生態系等の被害による荒廃・多面的機能の低下

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

５年後の日本型直接支払実施面積
（多面的機能） 3,320ha 現状維持

５年後の日本型直接支払実施面積
（中山間直払） 271ha 現状維持

回避する内容 推　　進　　方　　針

農業施設が損壊し生産活動が
停滞する

●農業生産基盤の耐震化

企業の施設等が損壊し
経済活動が停滞する

●企業の経営基盤の耐震化

想定される最悪の事態▶▶▶②産業の停滞
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回避する内容 推　　進　　方　　針

大規模かつ長期の停電 ●停電対策の強化
　（東北電力ネットワーク㈱能代電力センターとの協定）

石油類燃料が確保できない ●災害時における石油類燃料の確保
　（秋田県石油商業協同組合能代山本支部との協定）

想定される最悪の事態▶▶▶②電気、石油等の供給機能の長期間停止

回避する内容 推　　進　　方　　針

上水道機能が停止する ●水道施設の耐震化・老朽化対策
●水道における業務継続体制の強化

想定される最悪の事態▶▶▶③上水道等の長期間にわたる機能停止

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

水道事業業務継続計画の策定 ― 令和５年度策定

回避する内容 推　　進　　方　　針

長期にわたり電話・携帯電話等の
情報通信機能が停止する ●電話等の情報通信設備の強化

想定される最悪の事態▶▶▶①�電話・携帯電話など情報通信機能の障害等により、避難行
動や救助・支援が遅れる事態

生活・経済活動に必要なライフラインや情報通信
機能の維持確保と早期復旧を図る

目標５．
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回避する内容 推　　進　　方　　針

下水道機能が停止する ●下水道施設の耐震化・老朽化対策
●下水道における業務継続体制の強化

農業集落排水の機能が停止する ●農業集落排水施設の老朽化対策

し尿処理が滞る ○災害時におけるし尿処理等の協力体制の構築

想定される最悪の事態▶▶▶④汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

地震対策上重要な水管橋の耐震化率 100％ 現状維持

下水道事業業務継続計画の策定 100％ 現状維持

回避する内容 推　　進　　方　　針

緊急輸送道路ネットワーク等が
寸断

●幹線道路等の整備
●道路施設の老朽化対策
●道路の防災対策

想定される最悪の事態▶▶▶⑥地域交通ネットワークが分断する事態

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

（再掲）５年後の橋梁長寿命化進捗率 62％ 92％

回避する内容 推　　進　　方　　針

信号機が全面停止する ●停電時の信号機滅灯対策

想定される最悪の事態▶▶▶⑤信号機の全面停止等による重大交通事故の多発
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回避する内容 推　　進　　方　　針
災害時に建設事業者の協力が得ら
れない

●災害時に不可欠な建設業との連携

災害ボランティアの受け入れが滞る ●災害ボランティアセンターの設置・運営

想定される最悪の事態▶▶▶②人材の不足により復旧、復興が大幅に遅れる事態

重要業績指標（ＫＰＩ） 現　　状 目　　標

災害ボランティアセンター設置・
運営マニュアルの策定

策定済
平成26年４月 必要に応じて見直し

回避する内容 推　　進　　方　　針
災害時に地域コミュニティ機能が
減退する

●共助組織の醸成
●自主防災活動の充実・強化
●消防団への加入促進

想定される最悪の事態▶▶▶③地域コミュニティの崩壊等により復旧、復興が大幅に遅れる事態

回避する内容 推　　進　　方　　針

災害廃棄物処理が滞る ●災害時における廃棄物処理ルートの確保
●災害廃棄物の運搬体制の構築

想定される最悪の事態▶▶▶①災害廃棄物の処理の停滞により復旧が大幅に遅れる事態

地域社会・経済が迅速に復興できる条件を整備する
目標６．
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※「起きてはならない最悪の事態」と関連がある町の政策欄に●印がついています。

基　本　政　策 １．�あらゆる自然災害に対し、人命保護が最大限図られる
（直接死を防ぐ）

２．�救助・救急、医療活動等
が迅速に行われるととも
に、被災者等の健康・避
難生活環境を確実に確保
する（関連死を防ぐ）

政策名 主 要 施 策 施　策　項　目

①
大
規
模
地
震
に
よ
る
建
物
等

の
倒
壊
や
火
災
に
よ
る
死
傷

者
の
発
生

②
大
規
模
津
波
に
よ
る
死
傷
者

の
発
生

③
集
中
豪
雨
に
よ
る
広
域
か
つ
長
期
的
な
住

宅
街
等
の
浸
水
や
た
め
池
・
防
災
イ
ン
フ
ラ

の
損
壊
・
機
能
不
全
に
よ
る
死
者
の
発
生

④
大
規
模
な
土
砂
災
害
に
よ
る

死
傷
者
の
発
生

⑤
暴
風
雪
お
よ
び
豪
雪
に
よ
る

死
傷
者
の
発
生

⑥
情
報
伝
達
の
不
備
等
に
よ
る

避
難
行
動
の
遅
れ
に
伴
う
死

傷
者
の
発
生

⑦
防
災
意
識
の
低
さ
に
よ
る
避

難
行
動
の
遅
れ
に
伴
う
死
傷

者
の
発
生

①
消
防
、
警
察
等
の
被
災
等
に

よ
る
救
助
、
救
急
活
動
の
停

滞
②
医
療
施
設
お
よ
び
関
係
者
の

不
足
、
被
災
等
に
よ
る
医
療

機
能
の
麻
痺

③
被
災
地
で
の
食
料
、
飲
料
水

等
、
生
命
に
関
わ
る
物
資
供

給
の
長
期
停
止

１．
［定住・

賑わい］

若者の定住
促進と賑わ
いのあるま
ち

１．若者の定
住とふるさ
と回帰促進

（1）定住・移住対策の推進
（2）�新たな出会いの創出と

結婚支援
（3）�若者によるまちづくり

や地域交流の促進
２．観光資源
の充実と交
流人口の拡
大

（1）観光資源の整備充実

（2）交流人口の拡大

（3）自治体間連携の推進

３．関係人口
拡大と賑わ
いの創出

（1）�関係人口受入体制の充
実

（2）�様々な媒体による情報
発信

２．
［産業・

雇用］

地元で安心
して働ける
雇用を創る
まち

１．農林水産
業の基盤安
定と所得向
上

（1）�次世代型農林水産業の
普及促進

（2）農業の基盤整備 ●

（3）�生産経営体制の強化・
育成

（4）適正な森林資源管理 ●

（5）森林経営体制の確立

（6）水産業の振興

（7）多様な人材の育成

２．雇用の推
進と起業・
事業承継の
支援

（1）商工業の活性化支援 ●
（2）�雇用促進・起業・事業

承継の支援
（3）求人・事業所情報の発信

（4）企業誘致の促進
（5）�デジタルを活用した新

たな働き方への支援
３．新たな産
業の創出

（1）�サテライトキャンパス
の誘致

（2）�デジタル人材の確保・
育成

（3）�資源エネルギーの地産
地消

（4）�資源エネルギーによる
地域経済の循環

【起きてはならない最悪の事態と基本政策との整理対照表マトリクス】３
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２．�救助・救急、医療活動等
が迅速に行われるととも
に、被災者等の健康・避
難生活環境を確実に確保
する（関連死を防ぐ）

３．�必要不可欠
な行政機能
は確保する

４．�経済活動を機能不
全に陥らせない 

５．�生活・経済活動に必要なライフラインや情
報通信機能の維持確保と早期復旧を図る

６．�地域社会・経済が
迅速に復興できる
条件を整備する

④
多
数
の
帰
宅
困
難
者
等
の
発

生
に
伴
う
避
難
所
等
の
不
足

⑤
多
数
か
つ
長
期
に
わ
た
る
孤

立
集
落
等
の
発
生

⑥
大
規
模
な
自
然
災
害
と
感
染
症
と
の

同
時
発
生
に
よ
る
、
災
害
対
応
機
能

の
大
幅
な
低
下

①
行
政
施
設
お
よ
び
職
員
の
被

災
に
よ
る
行
政
機
能
の
大
幅

な
低
下

①
物
流
の
寸
断
等
に
よ
る
経
済

活
動
の
停
滞

②
産
業
の
停
滞

③
農
地
、
森
林
や
生
態
系
等
の

被
害
に
よ
る
荒
廃
・
多
面
的

機
能
の
低
下

①
電
話
・
携
帯
電
話
な
ど
情
報
通
信

機
能
の
障
害
等
に
よ
り
、
避
難
行

動
や
救
助
・
支
援
が
遅
れ
る
事
態

②
電
気
、
石
油
等
の
供
給
機
能

の
長
期
間
停
止

③
上
水
道
等
の
長
期
間
に
わ
た

る
機
能
停
止

④
汚
水
処
理
施
設
等
の
長
期
間

に
わ
た
る
機
能
停
止

⑤
信
号
機
の
全
面
停
止
等
に
よ

る
重
大
交
通
事
故
の
多
発

⑥
地
域
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が

分
断
す
る
事
態

①
災
害
廃
棄
物
の
処
理
の
停
滞

に
よ
り
復
旧
が
大
幅
に
遅
れ

る
事
態

②
人
材
の
不
足
に
よ
り
復
旧
、

復
興
が
大
幅
に
遅
れ
る
事
態

③
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
崩
壊
等

に
よ
り
復
旧
、
復
興
が
大
幅
に

遅
れ
る
事
態

●

● ●

● ●

● ● ● ●

● ● ●

●

●
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基　本　政　策 １．�あらゆる自然災害に対し、人命保護が最大限図られる
（直接死を防ぐ）

２．�救助・救急、医療活動等
が迅速に行われるととも
に、被災者等の健康・避
難生活環境を確実に確保
する（関連死を防ぐ）

政策名 主 要 施 策 施　策　項　目

①
大
規
模
地
震
に
よ
る
建
物
等

の
倒
壊
や
火
災
に
よ
る
死
傷

者
の
発
生

②
大
規
模
津
波
に
よ
る
死
傷
者

の
発
生

③
集
中
豪
雨
に
よ
る
広
域
か
つ
長
期
的
な
住

宅
街
等
の
浸
水
や
た
め
池
・
防
災
イ
ン
フ
ラ

の
損
壊
・
機
能
不
全
に
よ
る
死
者
の
発
生

④
大
規
模
な
土
砂
災
害
に
よ
る

死
傷
者
の
発
生

⑤
暴
風
雪
お
よ
び
豪
雪
に
よ
る

死
傷
者
の
発
生

⑥
情
報
伝
達
の
不
備
等
に
よ
る

避
難
行
動
の
遅
れ
に
伴
う
死

傷
者
の
発
生

⑦
防
災
意
識
の
低
さ
に
よ
る
避

難
行
動
の
遅
れ
に
伴
う
死
傷

者
の
発
生

①
消
防
、
警
察
等
の
被
災
等
に

よ
る
救
助
、
救
急
活
動
の
停

滞
②
医
療
施
設
お
よ
び
関
係
者
の

不
足
、
被
災
等
に
よ
る
医
療

機
能
の
麻
痺

③
被
災
地
で
の
食
料
、
飲
料
水

等
、
生
命
に
関
わ
る
物
資
供

給
の
長
期
停
止

３．
［子育て・
健康・福祉］

誰もが健や
かでいきい
きと暮らせ
るまち

１．安心して
子育てでき
る環境づく
り

（1）�安心して産むことがで
きる環境づくり ● ● ● ●

（2）�地域における子育て支
援の充実

（3）�切れ目のない相談支援
体制の充実

２．男女共同参
画社会の実現

（1）�あらゆる分野における
男女共同参画の推進

３．健康寿命
の延伸 （1）健康づくりの推進 ●

（2）�疾病予防・介護予防の
推進 ● ●

４．社会保障
の充実 （1）障害者福祉の充実 ● ●

（2）�社会保障制度の適正運
営 ● ●

５．社会福祉
の充実 （1）地域福祉の推進 ●

（2）高齢者福祉の推進 ● ●

４．
［教育・

文化］

誰もが生涯
にわたり学
び心豊かに
暮らせるま
ち

１．教育環境
等の充実

（1）�教育環境・学校教育の
充実 ● ● ● ●

（2）�学校・家庭・地域の連
携推進

（3）学生支援体制の充実

（4）青少年の健全育成

２．生涯学習・
スポーツの
推進

（1）�生涯にわたる学習活動
の充実

（2）�生涯スポーツ活動の充
実

（3）�社会福祉推進体制の整
備

３．芸術・文
化活動の振
興と郷土芸
能等の継承

（1）芸術・文化活動の推進

（2）�郷土芸能の保存と継承、文
化財に親しむ機会の提供

５．
［地域・防災・
生活環境］

地域で支え
合う安全安
心なまち

１．地域コミ
ュニティの
活性化支援

（1）�自治会活動の活性化支
援 ●

（2）�地域支え合い活動の推
進 ●

（3）�社会生活でのデジタル
活用

※「起きてはならない最悪の事態」と関連がある町の政策欄に●印がついています。
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２．�救助・救急、医療活動等
が迅速に行われるととも
に、被災者等の健康・避
難生活環境を確実に確保
する（関連死を防ぐ）

３．�必要不可欠
な行政機能
は確保する

４．�経済活動を機能不
全に陥らせない 

５．�生活・経済活動に必要なライフラインや情
報通信機能の維持確保と早期復旧を図る

６．�地域社会・経済が
迅速に復興できる
条件を整備する

④
多
数
の
帰
宅
困
難
者
等
の
発

生
に
伴
う
避
難
所
等
の
不
足

⑤
多
数
か
つ
長
期
に
わ
た
る
孤

立
集
落
等
の
発
生

⑥
大
規
模
な
自
然
災
害
と
感
染
症
と
の

同
時
発
生
に
よ
る
、
災
害
対
応
機
能

の
大
幅
な
低
下

①
行
政
施
設
お
よ
び
職
員
の
被

災
に
よ
る
行
政
機
能
の
大
幅

な
低
下

①
物
流
の
寸
断
等
に
よ
る
経
済

活
動
の
停
滞

②
産
業
の
停
滞

③
農
地
、
森
林
や
生
態
系
等
の

被
害
に
よ
る
荒
廃
・
多
面
的

機
能
の
低
下

①
電
話
・
携
帯
電
話
な
ど
情
報
通
信

機
能
の
障
害
等
に
よ
り
、
避
難
行

動
や
救
助
・
支
援
が
遅
れ
る
事
態

②
電
気
、
石
油
等
の
供
給
機
能

の
長
期
間
停
止

③
上
水
道
等
の
長
期
間
に
わ
た

る
機
能
停
止

④
汚
水
処
理
施
設
等
の
長
期
間

に
わ
た
る
機
能
停
止

⑤
信
号
機
の
全
面
停
止
等
に
よ

る
重
大
交
通
事
故
の
多
発

⑥
地
域
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が

分
断
す
る
事
態

①
災
害
廃
棄
物
の
処
理
の
停
滞

に
よ
り
復
旧
が
大
幅
に
遅
れ

る
事
態

②
人
材
の
不
足
に
よ
り
復
旧
、

復
興
が
大
幅
に
遅
れ
る
事
態

③
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
崩
壊
等

に
よ
り
復
旧
、
復
興
が
大
幅
に

遅
れ
る
事
態

● ● ● ● ● ● ●

●

●

● ●

●

● ●

●

●

●

●

●

● ●

● ●
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基　本　政　策 １．�あらゆる自然災害に対し、人命保護が最大限図られる
（直接死を防ぐ）

２．�救助・救急、医療活動等
が迅速に行われるととも
に、被災者等の健康・避
難生活環境を確実に確保
する（関連死を防ぐ）

政策名 主 要 施 策 施　策　項　目

①
大
規
模
地
震
に
よ
る
建
物
等

の
倒
壊
や
火
災
に
よ
る
死
傷

者
の
発
生

②
大
規
模
津
波
に
よ
る
死
傷
者

の
発
生

③
集
中
豪
雨
に
よ
る
広
域
か
つ
長
期
的
な
住

宅
街
等
の
浸
水
や
た
め
池
・
防
災
イ
ン
フ
ラ

の
損
壊
・
機
能
不
全
に
よ
る
死
者
の
発
生

④
大
規
模
な
土
砂
災
害
に
よ
る

死
傷
者
の
発
生

⑤
暴
風
雪
お
よ
び
豪
雪
に
よ
る

死
傷
者
の
発
生

⑥
情
報
伝
達
の
不
備
等
に
よ
る

避
難
行
動
の
遅
れ
に
伴
う
死

傷
者
の
発
生

⑦
防
災
意
識
の
低
さ
に
よ
る
避

難
行
動
の
遅
れ
に
伴
う
死
傷

者
の
発
生

①
消
防
、
警
察
等
の
被
災
等
に

よ
る
救
助
、
救
急
活
動
の
停

滞
②
医
療
施
設
お
よ
び
関
係
者
の

不
足
、
被
災
等
に
よ
る
医
療

機
能
の
麻
痺

③
被
災
地
で
の
食
料
、
飲
料
水

等
、
生
命
に
関
わ
る
物
資
供

給
の
長
期
停
止

５．
［地域・防災・
生活環境］

地域で支え
合う安全安
心なまち

２．災害・危
機に強いま
ちづくり

（1）�災害・危機に強いまち
づくり ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

（2）地域防災力の向上 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

（3）�消防・防災基盤の整備
活用 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

３．環境にや
さしいエコ
なまちづく
り

（1）�環境にやさしいまちづ
くり

（2）�ゴミの減量化・廃棄物
の適正処理の推進

4．生活環境
の整備充実

（1）ICT、IoT の活用促進 ●

（2）空き家対策の推進 ● ●

（3）良質な飲用水の供給 ●

（4）�下水道施設の適切な保
守管理

（5）温泉設備の整備充実

（6）�持続可能な公共交通体
系の維持

（7）道路交通網の整備

（8）居住環境の整備 ● ●

（9）�防犯・交通安全対策の
推進 ●

（10）消費者対策の推進

（11）公園・緑地の環境整備

（12）斎場の管理

６．
［行財政運営
の効率化］

安定した行
財政運営の
まち

１．行政運営
の効率化と
行政改革の
推進

（1）効率的な行政運営 ●

（2）�民間委託・情報通信技
術の活用 ●

（3）職員の資質向上 ●

２．健全で計
画的な財政
運営

（1）�歳出の抑制と歳入の確
保

（2）�公共施設の効率的な管
理運営

３．広域連携
の推進 （1）広域行政圏事業の推進

※「起きてはならない最悪の事態」と関連がある町の政策欄に●印がついています。
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２．�救助・救急、医療活動等
が迅速に行われるととも
に、被災者等の健康・避
難生活環境を確実に確保
する（関連死を防ぐ）

３．�必要不可欠
な行政機能
は確保する

４．�経済活動を機能不
全に陥らせない 

５．�生活・経済活動に必要なライフラインや情
報通信機能の維持確保と早期復旧を図る

６．�地域社会・経済が
迅速に復興できる
条件を整備する

④
多
数
の
帰
宅
困
難
者
等
の
発

生
に
伴
う
避
難
所
等
の
不
足

⑤
多
数
か
つ
長
期
に
わ
た
る
孤

立
集
落
等
の
発
生

⑥
大
規
模
な
自
然
災
害
と
感
染
症
と
の

同
時
発
生
に
よ
る
、
災
害
対
応
機
能

の
大
幅
な
低
下

①
行
政
施
設
お
よ
び
職
員
の
被

災
に
よ
る
行
政
機
能
の
大
幅

な
低
下

①
物
流
の
寸
断
等
に
よ
る
経
済

活
動
の
停
滞

②
産
業
の
停
滞

③
農
地
、
森
林
や
生
態
系
等
の

被
害
に
よ
る
荒
廃
・
多
面
的

機
能
の
低
下

①
電
話
・
携
帯
電
話
な
ど
情
報
通
信

機
能
の
障
害
等
に
よ
り
、
避
難
行

動
や
救
助
・
支
援
が
遅
れ
る
事
態

②
電
気
、
石
油
等
の
供
給
機
能

の
長
期
間
停
止

③
上
水
道
等
の
長
期
間
に
わ
た

る
機
能
停
止

④
汚
水
処
理
施
設
等
の
長
期
間

に
わ
た
る
機
能
停
止

⑤
信
号
機
の
全
面
停
止
等
に
よ

る
重
大
交
通
事
故
の
多
発

⑥
地
域
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
が

分
断
す
る
事
態

①
災
害
廃
棄
物
の
処
理
の
停
滞

に
よ
り
復
旧
が
大
幅
に
遅
れ

る
事
態

②
人
材
の
不
足
に
よ
り
復
旧
、

復
興
が
大
幅
に
遅
れ
る
事
態

③
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
崩
壊
等

に
よ
り
復
旧
、
復
興
が
大
幅
に

遅
れ
る
事
態

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

● ●

● ●

● ●

●

● ● ●

●

● ●

● ●

● ●

● ●

●

●

●
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三種町みらい創造プラン
住民アンケート集計結果報告書

　本調査は、日常生活における町民の皆様の意識と行政に対するご意見・ご要望を把握し町政へ反
映させていくため、町内にお住まいの16歳以上の皆様及び中学３年生からご意見をうかがい、町
の施策・事業の検討資料とするとともに、計画策定の基礎資料とするため実施いたしました。

5.6 

7.4 

30.7 

41.4 

5.8 

4.0 

3.5 

1.6 

0%

10歳代

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳代

70歳以上

無回答

ｎ=771

50%40%30%20%10%

　　調査の目的

　　調査の方法

　　配布・回答状況

　　回答者の年代

○ 調査対象：住　民　町内にお住まいの16歳以上の方から608人を無作為抽出
 　　　　　　保護者　町内幼稚園・保育園、小中学校に通う子どもの保護者805人
 　　　　　　中学生　町内に住む中学３年生
○ 調査期間：住　民　令和５年11月1日～11月15日
 　　　　　　中学生　令和５年11月1日～11月15日
○ 調査方法：住 民 調 査　住　民：郵送による配布・回収（WEB回答併用）
 　　　　　　　　　　　　保護者：学校等を通じて配布・回収
 　　　　　　中学生調査　学校を通じて配付・回収

配布数 有効回答数 有効回答率

住　民
住　民 608票

771票 54.6％
保護者 805票

中　学　生 87票 83票 95.4％
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	問１　三種町の各分野におけるまちづくりの評価をお聞かせください

　　《計算式》
「高く評価」×2 +「評価」×1 +「あまり評価できない」×－1

+「評価できない」×－2 +「わからない」×0

回答総数から無回答を除いた数

 

0.88

0.57

0.54

0.46

0.43

0.37

0.36

0.34

0.34

0.31

0.26

0.24

0.20

0.19

0.17

0.15

0.08

0.08

0.03

0.02

-0.04

-0.16

-0.28

0.54

0.46

0.57

0.48

0.48

0.08

0.36

0.46

0.34

0.57

0.44

0.33

0.17

0.21

0.17

0.31

0.07

0.27

-0.13

-0.11

0.05

-0.08

-0.39

-1.00

⑪児童福祉、ひとり親福祉の充実

⑩保健活動・医療体制の充実

⑧消防防災体制の整備

⑤ごみ減量化や分別等による適正処理対策

⑬高齢者福祉の充実

⑱各種イベントによる地域活性化

⑥町営住宅や宅地分譲等の居住環境の整備

④公共下水道・農業集落排水・浄化槽の整備

⑫障害者福祉の充実

③上水道・簡易水道の整備

①主要道路等へのアクセス道の整備

㉑スポーツの普及・施設整備

⑨情報通信の整備

⑳生涯学習の普及・施設整備

㉒コミュニティ（地域活動・施設）対策

②生活道路の整備

⑭農林漁業の振興

⑲教育環境（学校）の整備

⑰観光レクリエーション振興

⑮商工業の振興

㉓行財政改革

⑦公園緑地の整備

⑯雇用対策

令和5年調査【n=771】 令和2年調査【n=508】

1.000.500.00-0.50

加重平均による評価点を算出しています。

【前回比較・加重平均】
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	問２　�あなたは、現在の三種町を住み良いと感じていますか。または住み良いと
感じていましたか

18.3

21.7

60.1

52.8

14.0

19.9

5.7

4.3

1.9

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=771】

R2年調査
【ｎ=508】

住み良いと感じている どちらかといえば住み良いと感じている
どちらかといえば住みにくいと感じている 住みにくいと感じている
無回答

 

 

45.1

33.2

33.1

27.9

27.6

12.7

9.9

9.9

9.1

7.7

2.7

2.3

1.2

1.9

9.1

4.8

61.8

20.7

21.1

34.3

41.1

15.2

7.7

11.4

8.1

10.2

3.1

3.1

1.2

1.2

6.3

4.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

自然環境

教育・保育サービスの充実度

医療・福祉サービスの充実度

土地への愛着

安全や安心

近所のつきあい、地域活動の活発さ

通勤・通学の利便性

買い物をする店の数、距離

家賃、土地の価格

交通の利便性

仕事の有無

転入者への助成制度

まちの知名度

上記以外の理由

わからない・特にない

無回答

R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

	問３　三種町が住みやすいと感じるのはどのような点ですか（複数回答）

【前回比較】

18.3

21.7

60.1

52.8

14.0

19.9

5.7

4.3

1.9

1.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=771】

R2年調査
【ｎ=508】

住み良いと感じている どちらかといえば住み良いと感じている
どちらかといえば住みにくいと感じている 住みにくいと感じている
無回答

 

 

45.1

33.2

33.1

27.9

27.6

12.7

9.9

9.9

9.1

7.7

2.7

2.3

1.2

1.9

9.1

4.8

61.8

20.7

21.1

34.3

41.1

15.2

7.7

11.4

8.1

10.2

3.1

3.1

1.2

1.2

6.3

4.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

自然環境

教育・保育サービスの充実度

医療・福祉サービスの充実度

土地への愛着

安全や安心

近所のつきあい、地域活動の活発さ

通勤・通学の利便性

買い物をする店の数、距離

家賃、土地の価格

交通の利便性

仕事の有無

転入者への助成制度

まちの知名度

上記以外の理由

わからない・特にない

無回答

R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

【前回比較】
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58.4

45.0

40.7

37.0

17.8

10.2

7.9

7.0

4.7

4.5

3.0

3.0

2.3

2.6

10.5

4.9

54.7

48.2

42.5

30.9

16.7

6.9

7.7

8.5

2.6

2.2

4.5

1.8

1.6

2.8

7.5

4.9

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

買い物をする店の数、距離

交通の利便性

仕事の有無

通勤・通学の利便性

医療・福祉サービスの充実度

教育・保育サービスの充実度

近所のつきあい、地域活動の活発さ

まちの知名度

家賃、土地の価格

安全や安心

転入者への助成制度

土地への愛着

自然環境

上記以外の理由

わからない・特にない

無回答

R5年調査【ｎ=771】
R2年調査【ｎ=508】

15.4

17.3

55.5

54.1

21.8

24.6

4.7

2.6

0.9

1.4

1.7

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=771】

R2年調査
【ｎ=508】

とても好き まあまあ好き どちらともいえない あまり好きではない きらい 無回答

	問４　三種町が住みにくいと感じるのはどのような点ですか（複数回答）

	問５　あなたは、三種町のことが好きですか

【前回比較】

【前回比較】
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67.8

62.2

7.0

6.7

22.2

30.3

3.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=771】

R2年調査
【ｎ=508】

今の場所に住み続けたいと思う 町内の別のところに移りたいと思う
町外のどこかに移りたいと思う 無回答

49.8

47.7

37.7

18.9

13.0

7.4

6.1

39.4

41.3

33.5

17.5

15.7

12.0

10.0

0％ 20％ 40％ 60％

若い世代向け住宅の確保

住宅購入・新築補助

空き家への入居支援

宅地分譲

民間アパートの活用支援

その他

無回答
R5年調査【ｎ=771】
R2年調査【ｎ=508】

49.7 

30.9 

28.3 

26.2 

24.9 

13.7 

3.0 

16.9 

0% 60%40%20%

再生可能エネルギーを活用し住民へ還元する

住宅リフォームの際の省エネ性能導入への支援

再生可能エネルギーを活用した地域内での経済の循環

住宅用太陽光発電システム設置への支援

ＥＶ自動車購入への支援

町の公共施設等へのＥＶ充電器の設置

その他

無回答

ｎ=771

67.8

62.2

7.0

6.7

22.2

30.3

3.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=771】

R2年調査
【ｎ=508】

今の場所に住み続けたいと思う 町内の別のところに移りたいと思う
町外のどこかに移りたいと思う 無回答

49.8

47.7

37.7

18.9

13.0

7.4

6.1

39.4

41.3

33.5

17.5

15.7

12.0

10.0

0％ 20％ 40％ 60％

若い世代向け住宅の確保

住宅購入・新築補助

空き家への入居支援

宅地分譲

民間アパートの活用支援

その他

無回答
R5年調査【ｎ=771】
R2年調査【ｎ=508】

49.7 

30.9 

28.3 

26.2 

24.9 

13.7 

3.0 

16.9 

0% 60%40%20%

再生可能エネルギーを活用し住民へ還元する

住宅リフォームの際の省エネ性能導入への支援

再生可能エネルギーを活用した地域内での経済の循環

住宅用太陽光発電システム設置への支援

ＥＶ自動車購入への支援

町の公共施設等へのＥＶ充電器の設置

その他

無回答

ｎ=771

67.8

62.2

7.0

6.7

22.2

30.3

3.0

0.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=771】

R2年調査
【ｎ=508】

今の場所に住み続けたいと思う 町内の別のところに移りたいと思う
町外のどこかに移りたいと思う 無回答

49.8

47.7

37.7

18.9

13.0

7.4

6.1

39.4

41.3

33.5

17.5

15.7

12.0

10.0

0％ 20％ 40％ 60％

若い世代向け住宅の確保

住宅購入・新築補助

空き家への入居支援

宅地分譲

民間アパートの活用支援

その他

無回答
R5年調査【ｎ=771】
R2年調査【ｎ=508】

49.7 

30.9 

28.3 

26.2 

24.9 

13.7 

3.0 

16.9 

0% 60%40%20%

再生可能エネルギーを活用し住民へ還元する

住宅リフォームの際の省エネ性能導入への支援

再生可能エネルギーを活用した地域内での経済の循環

住宅用太陽光発電システム設置への支援

ＥＶ自動車購入への支援

町の公共施設等へのＥＶ充電器の設置

その他

無回答

ｎ=771

	問６　あなたは、これからも三種町に住み続けたいと思いますか

【前回比較】

【前回比較】

	問７　若い世代の定住のために町に実施してほしい事業は何ですか（複数回答）

	問８　�カーボンニュートラルへの取り組みとして、町に実施してほしい事業は何
ですか（複数回答）
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53.6 

38.1 

28.4 

27.9 

23.6 

14.9 

11.4 

4.8 

6.0 

0% 20% 40% 60%

インターネットによるオンライン申請・届出の拡大

インターネットで公共施設の予約ができる

町からの案内・通知のデジタル化

プレミアム商品券など給付券の電子化

マイナンバーカードを活用した行政サービスの拡大

チャット機能等オンラインによる相談や情報交換・問い合せができる

スマホ等の活用支援講習会の開催

その他

無回答

ｎ=771

46.2

39.2

37.9

29.4

23.9

21.4

14.7

14.4

11.9

10.1

7.1

2.6

7.1

28.3

34.8

38.8

38.4

27.2

25.4

17.5

15.9

11.8

10.4

7.7

1.4

7.3

0％ 20％ 40％ 60％

子育て応援企業の育成、支援

就業支援（資格取得等の支援）

求人・求職のマッチングサービス

企業誘致

企業情報などの情報発信

起業支援

就労に関する相談窓口

企業・事業所などと連携した職業体験

ビジネススキル向上のためのセミナー

合同就職（転職）説明会

職場環境向上のための企業向け広報

その他

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

53.6 

38.1 

28.4 

27.9 

23.6 

14.9 

11.4 

4.8 

6.0 

0% 20% 40% 60%

インターネットによるオンライン申請・届出の拡大

インターネットで公共施設の予約ができる

町からの案内・通知のデジタル化

プレミアム商品券など給付券の電子化

マイナンバーカードを活用した行政サービスの拡大

チャット機能等オンラインによる相談や情報交換・問い合せができる

スマホ等の活用支援講習会の開催

その他

無回答

ｎ=771

46.2

39.2

37.9

29.4

23.9

21.4

14.7

14.4

11.9

10.1

7.1

2.6

7.1

28.3

34.8

38.8

38.4

27.2

25.4

17.5

15.9

11.8

10.4

7.7

1.4

7.3

0％ 20％ 40％ 60％

子育て応援企業の育成、支援

就業支援（資格取得等の支援）

求人・求職のマッチングサービス

企業誘致

企業情報などの情報発信

起業支援

就労に関する相談窓口

企業・事業所などと連携した職業体験

ビジネススキル向上のためのセミナー

合同就職（転職）説明会

職場環境向上のための企業向け広報

その他

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

	問９　�現在、様々な分野でデジタル化が進められています。三種町が重点的に
取り組むべきと思う項目はどれですか（複数回答）

	問10　�就労機会の向上等に向けて、三種町が重点的に取り組むべきと感じる
ものはどれですか（複数回答）

【前回比較】
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2.9

40.1

31.9

5.6

1.9

0.0

17.6

3.6

48.6

24.5

1.8

0.9

2.3

18.2

0％

１人

２人

３人

４人

５人以上

子どもはいらない

無回答
R5年調査【ｎ=586】
R2年調査【ｎ=220】

60％50％40％30％20％10％

63.8

26.8

23.9

18.6

16.6

16.0

11.8

11.3

4.1

2.0

1.0

2.6

22.2

55.5

19.5

22.3

20.5

19.5

17.3

10.5

6.8

5.0

4.5

1.4

5.5

18.6

0％

子育てや教育にお金がかかりすぎる

自分の仕事に差し支える

育児・出産の心理的・肉体的な負担

年齢的な問題

子育てを手助けしてくれる人がいない

子どもを預ける施設が整っていない

配偶者の家事・育児への協力が見込めない

家が狭い

妊娠・出産・子育てに関する情報不足

相談先がどこなのかわからないこと

上記以外の理由

課題は特にない

無回答

R5年調査【ｎ=586】

R2年調査【ｎ=220】

80％60％40％20％

2.9

40.1

31.9

5.6

1.9

0.0

17.6

3.6

48.6

24.5

1.8

0.9

2.3

18.2

0％

１人

２人

３人

４人

５人以上

子どもはいらない

無回答
R5年調査【ｎ=586】
R2年調査【ｎ=220】

60％50％40％30％20％10％

63.8

26.8

23.9

18.6

16.6

16.0

11.8

11.3

4.1

2.0

1.0

2.6

22.2

55.5

19.5

22.3

20.5

19.5

17.3

10.5

6.8

5.0

4.5

1.4

5.5

18.6

0％

子育てや教育にお金がかかりすぎる

自分の仕事に差し支える

育児・出産の心理的・肉体的な負担

年齢的な問題

子育てを手助けしてくれる人がいない

子どもを預ける施設が整っていない

配偶者の家事・育児への協力が見込めない

家が狭い

妊娠・出産・子育てに関する情報不足

相談先がどこなのかわからないこと

上記以外の理由

課題は特にない

無回答

R5年調査【ｎ=586】

R2年調査【ｎ=220】

80％60％40％20％

	問11　理想の子どもの数は何人ですか（現在いるお子さんの人数も含む）

	問12　�理想の子どもの数を実現するために、課題となること（なりそうなこと）は
何ですか（複数回答）

【前回比較】

【前回比較】
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54.2

40.9

21.5

21.5

18.5

17.3

15.0

6.6

5.8

5.1

1.7

3.5

43.5

53.3

25.8

13.4

21.5

19.1

14.6

9.4

0.6

1.8

0％ 20％ 40％ 60％

保健・福祉・子育て支援等が充実し健康で安心して暮らせるまち（福祉充実のまち）

安全で住みやすく、便利で快適に暮らせるまち（生活環境・防災等の基盤が整ったまち）

自然と共生する美しいまち（自然が豊かで、自然と調和したまち）

教育・文化・スポーツなどが充実したまち（生涯学習のまち）

若者が活躍しにぎわいのあるまち（活発な交流のあるまち）

農林漁業や商工業など活力のある産業のまち（経済的に豊かなまち）

多くの人が訪れる観光・交流のまち（にぎやかなまち）

地域で支え合う暮らしやすいまち（官民協働のまち）

デジタルを活用した元気なまち（デジタルを最大限活用するまち）

再エネを活用したクリーンエネルギーのまち（再エネを活用したまち）

その他

無回答

R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

28.3

20.1

16.5

14.6

48.5

60.6

3.5

2.6

3.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=771】

R2年調査
【ｎ=508】

人口減少を食い止め、増加するように努力すべき 現状程度の人口を維持すべき

人口減少は仕方がないので、不都合を改善していくべき 人口が減少してもしなくてもどちらでもよい

無回答

54.2

40.9

21.5

21.5

18.5

17.3

15.0

6.6

5.8

5.1

1.7

3.5

43.5

53.3

25.8

13.4

21.5

19.1

14.6

9.4

0.6

1.8

0％ 20％ 40％ 60％

保健・福祉・子育て支援等が充実し健康で安心して暮らせるまち（福祉充実のまち）

安全で住みやすく、便利で快適に暮らせるまち（生活環境・防災等の基盤が整ったまち）

自然と共生する美しいまち（自然が豊かで、自然と調和したまち）

教育・文化・スポーツなどが充実したまち（生涯学習のまち）

若者が活躍しにぎわいのあるまち（活発な交流のあるまち）

農林漁業や商工業など活力のある産業のまち（経済的に豊かなまち）

多くの人が訪れる観光・交流のまち（にぎやかなまち）

地域で支え合う暮らしやすいまち（官民協働のまち）

デジタルを活用した元気なまち（デジタルを最大限活用するまち）

再エネを活用したクリーンエネルギーのまち（再エネを活用したまち）

その他

無回答

R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

28.3

20.1

16.5

14.6

48.5

60.6

3.5

2.6

3.2

2.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=771】

R2年調査
【ｎ=508】

人口減少を食い止め、増加するように努力すべき 現状程度の人口を維持すべき

人口減少は仕方がないので、不都合を改善していくべき 人口が減少してもしなくてもどちらでもよい

無回答

	問13　�あなたは、三種町を将来どのようなまちにしたいですか（どの分野に
重点的に取り組むべきと思いますか）（複数回答）

	問14　人口減少社会について、あなたの考えとして最も近いものはどれですか

【前回比較】

【前回比較】
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15.6

8.6

11.8

0.6

16.5

8.9

17.0

2.7

1.3

5.4

11.5

11.4

8.7

10.4

15.4

6.5

18.1

0.6

4.1

8.9

0％

宅地や定住住宅の整備

上下水道の整備

公園や広場など憩いの場の整備

カーボンニュートラルの推進

防災、減災、防犯など生活安全対策

生活道路の整備

バスや鉄道など公共交通対策

デジタルの整備・推進

その他

現状のままでよい

無回答

R5年調査【ｎ=771】 R2年調査【ｎ=508】

20％15％10％5％

9.6

11.7

28.1

30.2

3.8

0.8

7.3

8.6

18.5

13.0

17.7

27.8

8.5

0.8

8.3

5.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

健康相談や定期健診など疾病予防対策

救急医療機関等との連携強化

休日や夜間の診療体制の充実

医療費負担の軽減化など制度施策の拡充

体力づくり・健康づくりの推進

その他

現状のままでよい

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

15.6

8.6

11.8

0.6

16.5

8.9

17.0

2.7

1.3

5.4

11.5

11.4

8.7

10.4

15.4

6.5

18.1

0.6

4.1

8.9

0％

宅地や定住住宅の整備

上下水道の整備

公園や広場など憩いの場の整備

カーボンニュートラルの推進

防災、減災、防犯など生活安全対策

生活道路の整備

バスや鉄道など公共交通対策

デジタルの整備・推進

その他

現状のままでよい

無回答

R5年調査【ｎ=771】 R2年調査【ｎ=508】

20％15％10％5％

9.6

11.7

28.1

30.2

3.8

0.8

7.3

8.6

18.5

13.0

17.7

27.8

8.5

0.8

8.3

5.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

健康相談や定期健診など疾病予防対策

救急医療機関等との連携強化

休日や夜間の診療体制の充実

医療費負担の軽減化など制度施策の拡充

体力づくり・健康づくりの推進

その他

現状のままでよい

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

	問15　生活環境について、最も重要だと思うことはどれですか  

	問16　保健・医療について、最も重要だと思うことはどれですか

【前回比較】

【前回比較】
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4.5

4.8

4.4

3.2

40.5

18.8

3.5

6.2

1.6

4.4

8.0

3.0

3.9

6.3

2.0

33.3

24.8

5.7

6.7

1.2

6.9

6.3

0％ 20％ 40％ 60％

育児ボランティアなど地域福祉の充実

保育園や幼稚園等の施設整備・拡充

延長保育や乳幼児保育など保育サービスの充実

学童保育（児童館等）の充実

出産や育児、教育などの経済的負担の軽減

若者定住対策（雇用・住宅対策）

子どもを安心して遊ばせられる施設の充実

育児休暇の取得など労働条件の改善

その他

現状のままでよい

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

11.4

14.1

4.2

1.0

2.3

11.9

12.5

8.6

3.4

3.5

19.7

7.4

7.5

10.4

3.3

2.8

6.9

8.5

1.2

2.2

14.8

4.7

0％ 10％ 20％ 30％

ほ場整備や農道整備など生産基盤の整備

農業組織・法人化（集落営農等）の推進による農業経営体の育成

農地の保全と流動化（受委託等）の促進

農地の脱炭素化への取り組み

森林資源の活用・脱炭素化への取り組み

スマート農業の導入促進

年間を通した農業（ハウス栽培等）など複合経営の推進

農産物の６次産業化による加工・販売の拡充

農地の多面的機能維持

その他

現状のままでよい

無回答

R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

4.5

4.8

4.4

3.2

40.5

18.8

3.5

6.2

1.6

4.4

8.0

3.0

3.9

6.3

2.0

33.3

24.8

5.7

6.7

1.2

6.9

6.3

0％ 20％ 40％ 60％

育児ボランティアなど地域福祉の充実

保育園や幼稚園等の施設整備・拡充

延長保育や乳幼児保育など保育サービスの充実

学童保育（児童館等）の充実

出産や育児、教育などの経済的負担の軽減

若者定住対策（雇用・住宅対策）

子どもを安心して遊ばせられる施設の充実

育児休暇の取得など労働条件の改善

その他

現状のままでよい

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

11.4

14.1

4.2

1.0

2.3

11.9

12.5

8.6

3.4

3.5

19.7

7.4

7.5

10.4

3.3

2.8

6.9

8.5

1.2

2.2

14.8

4.7

0％ 10％ 20％ 30％

ほ場整備や農道整備など生産基盤の整備

農業組織・法人化（集落営農等）の推進による農業経営体の育成

農地の保全と流動化（受委託等）の促進

農地の脱炭素化への取り組み

森林資源の活用・脱炭素化への取り組み

スマート農業の導入促進

年間を通した農業（ハウス栽培等）など複合経営の推進

農産物の６次産業化による加工・販売の拡充

農地の多面的機能維持

その他

現状のままでよい

無回答

R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

	問17　少子化対策として、最も重要だと思うことはどれですか

	問18　町の基幹産業である農業について、最も重要だと思うことはどれですか

【前回比較】

【前回比較】
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	問19　商工業や観光振興について、最も重要だと思うことはどれですか

	問20　教育について、最も重要だと思うことはどれですか

15.6

11.2

18.5

4.4

8.4

6.7

10.8

3.1

1.9

12.2

7.1

6.1

23.8

4.7

9.3

7.7

11.4

3.0

1.2

11.0

5.7

0％ 10％ 20％ 30％

商工業の後継者確保

起業・創業支援

新たな企業誘致

共同店舗の整備

中小企業経営基盤の強化

特産品開発による商業振興

既存の観光施設整備やイベントとの連携による観光振興

広域連携の観光振興

その他

現状のままでよい

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

32.8

22.2

24.0

4.2

1.7

8.6

6.6

22.6

19.1

26.2

5.7

1.6

13.4

4.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

幼児・小中学校教育内容の充実

学校施設の改修などの整備・充実

統廃合による教育環境の整備

講座やサークルなど生涯学習の充実

その他

現状のままでよい

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

15.6

11.2

18.5

4.4

8.4

6.7

10.8

3.1

1.9

12.2

7.1

6.1

23.8

4.7

9.3

7.7

11.4

3.0

1.2

11.0

5.7

0％ 10％ 20％ 30％

商工業の後継者確保

起業・創業支援

新たな企業誘致

共同店舗の整備

中小企業経営基盤の強化

特産品開発による商業振興

既存の観光施設整備やイベントとの連携による観光振興

広域連携の観光振興

その他

現状のままでよい

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

32.8

22.2

24.0

4.2

1.7

8.6

6.6

22.6

19.1

26.2

5.7

1.6

13.4

4.5

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

幼児・小中学校教育内容の充実

学校施設の改修などの整備・充実

統廃合による教育環境の整備

講座やサークルなど生涯学習の充実

その他

現状のままでよい

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

【前回比較】

【前回比較】
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	問21　�毎月１回発行の町の広報について、現在、各集落の行政連絡員が全戸に
配布していますが、高齢化による人手不足等により、これまでの全戸配布
が困難になることが考えられます。将来的には、どのように配布すること
が望ましいと思いますか

	問22　�限られた財源の中で、今後も新たな行政課題に対応するために、どの
ような行政運営を行っていくべきだと思いますか

41.5 

37.6 

23.7 

16.1 

12.2 

5.2 

3.6 

2.2 

0% 20% 40% 60%

今と変わらず、自宅への配布を希望する（郵送・ポスティング含む）

デジタルの活用（広報のデジタル化）

新聞に折り込む

各集落に配布ボックスを置き、そこに取りに行く

町ホームページ等で確認できるため配布不要

役場や各支所に受け取りに行く

その他

無回答

ｎ=771

47.5

13.9

7.1

1.4

26.2

3.9

52.0

13.4

7.5

21.5

2.6

3.1

0％ 20％ 40％ 60％

「住民との協働」を進めるなど行政コストをできるだけ抑え、
行政サービスの水準や負担は維持するべきである

行政サービスの水準を多少下げても、負担増は控えるべきである

行政サービスの現状維持や水準の高い行政サービスの
提供を受けるためには、今以上の負担もやむを得ない

その他

わからない

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

41.5 

37.6 

23.7 

16.1 

12.2 

5.2 

3.6 

2.2 

0% 20% 40% 60%

今と変わらず、自宅への配布を希望する（郵送・ポスティング含む）

デジタルの活用（広報のデジタル化）

新聞に折り込む

各集落に配布ボックスを置き、そこに取りに行く

町ホームページ等で確認できるため配布不要

役場や各支所に受け取りに行く

その他

無回答

ｎ=771

47.5

13.9

7.1

1.4

26.2

3.9

52.0

13.4

7.5

21.5

2.6

3.1

0％ 20％ 40％ 60％

「住民との協働」を進めるなど行政コストをできるだけ抑え、
行政サービスの水準や負担は維持するべきである

行政サービスの水準を多少下げても、負担増は控えるべきである

行政サービスの現状維持や水準の高い行政サービスの
提供を受けるためには、今以上の負担もやむを得ない

その他

わからない

無回答
R5年調査【ｎ=771】

R2年調査【ｎ=508】

【前回比較】
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中学生

 

26.5

41.5

54.2

39.4

18.1

13.8

1.2

4.3

0.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=83】

R2年調査
【ｎ=94】

とても好き まあまあ好き どちらともいえない あまり好きではない きらい

34か静、い多が緑、か豊が然自
33発活がいあれふの民住域地、いし優が人の域地
12い多が品産特のどなンロメ・いさんゅじ、いしいおが物べ食
4るいてし実充が設施ツーポス、い多が設施共公
3るせら暮に全安、いな少が罪犯
2援支て育子
2るあがトンベイな々様なうよの祭泉温岳森やトフラクドンサ
1）頭音り通、伎舞歌（実充の化文統伝
1りつまのやまか
1泉温

海 1

琴丘中学校
27.7%

山本中学校
31.3%

八竜中学校
41.0%

無回答 0.0%

ｎ=83

	問１　あなたは、三種町のことが好きですか

【前回比較】

 

26.5

41.5

54.2

39.4

18.1

13.8

1.2

4.3

0.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=83】

R2年調査
【ｎ=94】

とても好き まあまあ好き どちらともいえない あまり好きではない きらい

34か静、い多が緑、か豊が然自
33発活がいあれふの民住域地、いし優が人の域地
12い多が品産特のどなンロメ・いさんゅじ、いしいおが物べ食
4るいてし実充が設施ツーポス、い多が設施共公
3るせら暮に全安、いな少が罪犯
2援支て育子
2るあがトンベイな々様なうよの祭泉温岳森やトフラクドンサ
1）頭音り通、伎舞歌（実充の化文統伝
1りつまのやまか
1泉温

海 1

琴丘中学校
27.7%

山本中学校
31.3%

八竜中学校
41.0%

無回答 0.0%

ｎ=83

　　学校別
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	問２　あなたが思う「三種町の自慢できるところ」は何ですか

	問３　あなたは、これからも三種町に住み続けたいと思いますか

 

26.5

41.5

54.2

39.4

18.1

13.8

1.2

4.3

0.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=83】

R2年調査
【ｎ=94】

とても好き まあまあ好き どちらともいえない あまり好きではない きらい

34か静、い多が緑、か豊が然自
33発活がいあれふの民住域地、いし優が人の域地
12い多が品産特のどなンロメ・いさんゅじ、いしいおが物べ食
4るいてし実充が設施ツーポス、い多が設施共公
3るせら暮に全安、いな少が罪犯
2援支て育子
2るあがトンベイな々様なうよの祭泉温岳森やトフラクドンサ
1）頭音り通、伎舞歌（実充の化文統伝
1りつまのやまか
1泉温

海 1

琴丘中学校
27.7%

山本中学校
31.3%

八竜中学校
41.0%

無回答 0.0%

ｎ=83

 

20.5

28.7

6.0

3.2

25.3

30.9

48.2

36.2

0.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=83】

R2年調査
【ｎ=94】

今の場所に住み続けたいと思う 町内の別のところに移りたいと思う 県内のどこかに移りたいと思う
県外に移りたいと思う 無回答

21.7

15.4

23.5

0.0

7.7

8.8

39.1

19.2

20.6

39.1

57.7

47.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

琴丘中学校(n=23)

山本中学校(n=26)

八竜中学校(n=34)

今の場所に住み続けたいと思う 町内の別のところに移りたいと思う
県内のどこかに移りたいと思う 県外に移りたいと思う

 

20.5

28.7

6.0

3.2

25.3

30.9

48.2

36.2

0.0

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=83】

R2年調査
【ｎ=94】

今の場所に住み続けたいと思う 町内の別のところに移りたいと思う 県内のどこかに移りたいと思う
県外に移りたいと思う 無回答

21.7

15.4

23.5

0.0

7.7

8.8

39.1

19.2

20.6

39.1

57.7

47.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

琴丘中学校(n=23)

山本中学校(n=26)

八竜中学校(n=34)

今の場所に住み続けたいと思う 町内の別のところに移りたいと思う
県内のどこかに移りたいと思う 県外に移りたいと思う

【前回比較】

【通学校別】
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	問４　住み続けたいと思う理由は何ですか（複数回答）

【前回比較】

72.7

45.5

40.9

31.8

13.6

9.1

9.1

4.5

4.5

0.0

0.0

0.0

9.1

4.5

70.0

60.0

40.0

70.0

16.7

6.7

3.3

13.3

3.3

3.3

3.3

3.3

10.0

0.0

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

生まれ育ったところだから

犯罪が少ないから

自然環境が豊かで、まちがきれいだから

家族や友だちがいるから

災害に対して安心だから

買い物が便利だから

働く場所があるから

お年寄りや障がいのある人にやさしいから

文化活動の場所があるから

道路や交通の便がいいから

大きな病院が近く、行くのに便利だから

スポーツや遊びの場があるから

その他

無回答
R5年調査【ｎ=22】
R2年調査【ｎ=30】
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	問５　町外へ移りたい主な理由は何ですか（複数回答）

【前回比較】

49.2

36.1

36.1

36.1

34.4

23.0

8.2

3.3

1.6

1.6

4.9

1.6

39.7

38.1

39.7

31.7

28.6

34.9

1.6

4.8

7.9

0.0

11.1

1.6

0％

自分に合う仕事がない

買い物が不便

余興や娯楽の場がない

新しいものや情報が不足

交通が不便

人が少なくさみしい

自然がきびしい（冬期間等）

生活環境が悪い

医療や福祉面が不安

子育て環境が悪い

その他

無回答

R5年調査【ｎ=61】
R2年調査【ｎ=63】

60％40％20％
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0％ 20％ 40％ 60％

41.0

34.9

27.7

22.9

19.3

16.9

15.7

8.4

8.4

2.4

2.4

41.5

45.7

25.5

30.9

16.0

10.6

16.0

8.5

1.1

多くの人が訪れる観光・交流のまち（にぎやかなまち）

安全で住みやすく、便利で快適に暮らせるまち（生活環境・防災等の基盤が整ったまち）

自然と共生する美しいまち（自然が豊かで、自然と調和したまち）

若者が活躍しにぎわいのあるまち（活発な交流のあるまち）

保健・福祉・子育て支援等が充実し健康で安心して暮らせるまち（福祉充実のまち）

農林漁業や商工業など活力のある産業のまち（経済的に豊かなまち）

教育・文化・スポーツなどが充実したまち（生涯学習のまち）

デジタルを活用した元気なまち（デジタルを最大限活用するまち）

地域で支え合う暮らしやすいまち（官民協働のまち）

再エネを活用したクリーンエネルギーのまち（再エネを活用したまち）

その他

R5年調査【ｎ=83】
R2年調査【ｎ=94】

	問６　あなたは、三種町を将来どのようなまちにしたいですか（複数回答）

【前回比較】

【前回比較】

	問７　�あなたは、今後の三種町のまちづくりで、どのようなところに力を入れて
取り組む必要があると思いますか（複数回答）

 

44.6

31.3

24.1

24.1

21.7

19.3

16.9

15.7

15.7

15.7

12.0

10.8

9.6

8.4

2.4

2.4

2.4

1.2

53.2

31.9

20.2

21.3

14.9

13.8

22.3

13.8

14.9

17.0

19.1

10.6

2.1

2.1

6.4

1.1

0％

観光交流振興（観光、イベント、交流などの振興）

情報通信整備（インターネットなど高度情報通信、地域情報化）

住環境整備（住宅・宅地の供給、上下水道、公園緑地）

交通環境整備（道路整備、公共交通）

環境共生対策（環境保全、景観美化、ごみ処理リサイクル）

保健・医療対策（保健活動、医療体制）

商工業振興（商業、工業、雇用、労働などの振興）

生活安全対策（消防防災、交通安全、防犯）

社会福祉対策（地域福祉、障がい者福祉、高齢者福祉、子ども子育て福祉、社会保障）

スポーツ振興（生涯スポーツ、スポーツイベントなどの振興）

青少年教育振興（小学校入学前の教育、学校教育、青少年の育成）

農林水産業振興（農業、林業、水産業などの振興）

行財政運営（行政の運営、町財政の運営）

デジタル技術の活用促進（住民サービス・地域社会のデジタル化）

再生可能エネルギーの導入拡大（再エネによる経済循環）

社会教育振興（生涯学習、芸術文化などの振興）

住民活動推進（住民活動、住民参加）

その他
R5年調査【ｎ=83】
R2年調査【ｎ=94】

60％40％20％

94



	問８　�あなたが、18歳になったら（高校を卒業したら）、どのような進路を選び
たいですか

【前回比較】

【前回比較】

18.1

20.2

60.2

52.1

1.2

2.1

20.5

25.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=83】

R2年調査
【ｎ=94】

仕事をする 進学する その他 わからない

0.0

7.7

30.8

7.7

23.1

24.6

6.2

4.4

10.3

25.0

7.4

13.2

33.8

5.9

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

三種町内

秋田県内の三種町以外の市町村

秋田県内であれば、市町村にはこだわらない

秋田県以外で東北にある県

東北以外の都道府県

場所はどこでもよい。こだわらない

無回答

R5年調査【ｎ=65】 R2年調査【ｎ=68】

	問９　仕事に就いたり、進学する場合、どの地域を希望しますか

18.1

20.2

60.2

52.1

1.2

2.1

20.5

25.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5年調査
【ｎ=83】

R2年調査
【ｎ=94】

仕事をする 進学する その他 わからない

0.0

7.7

30.8

7.7

23.1

24.6

6.2

4.4

10.3

25.0

7.4

13.2

33.8

5.9

0％ 10％ 20％ 30％ 40％

三種町内

秋田県内の三種町以外の市町村

秋田県内であれば、市町村にはこだわらない

秋田県以外で東北にある県

東北以外の都道府県

場所はどこでもよい。こだわらない

無回答

R5年調査【ｎ=65】 R2年調査【ｎ=68】
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	問10　�将来なりたいと思う職業や、やってみたいと思う仕事があれば１つだけ
書いてください。

医療に関する仕事（看護師、薬剤師、専門医、技師など） 10
8）どな士育保、諭教護養、師教（事仕るす関に育保・育教
7員務公
5）どな手選ツーポス（事仕るす関にツーポス
5）どなアニジンエ、マラグロプ（事仕るす関にTI
4）どな士養栄、人理料（事仕るす関に食
3）どな士備整（事仕るす関に車動自・械機
2事仕るす関に物動
2）どな訳通（事仕るわ関に外海
2師容美
11他のそ
9いなに特・定未
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▶関係人口

　移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わる人々を
さす言葉。地方では人口減少や高齢化により地域づくりの担い手が不足しているため、「関係人口」
と呼ばれる地域外の人材が地域づくりの担い手となることが期待されている。

▶ＡＩ（エーアイ）

　人工知能の略。Artificial Intelligence（アーティフィシェル　インテリジェンス）の略称。

▶ＩＴ（アイ・ティー）

　ＩＴ（Information Technology：インフォーメーション・テクノロジー）とは、情報技術その
もののこと。コンピューター。ソフトウエア、アプリケーションなど。

▶ＩＣＴ（アイ・シー・ティー）

　ＩＣＴ（Information and Communication Technology：インフォーメーション・アンド・コ
ミュニケーション・テクノロジー）とは、通信技術を使って人とインターネット、人と人がつなが
る技術のこと。メール、チャット、ＳＮＳの活用、通信販売の利用、ネット検索など。

▶ＩｏＴ（アイ・オー・ティー）

　ＩｏＴ（Internet of Things ：インターネット・オブ・シングス）とは、人を使わずモノが自動
的にインターネットとつながる技術のこと。自動運転やスマート家電など。

▶エンパワーメント

　能力開花の意味。

▶ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）

　Digital Transformation（デジタル・トランスフォーメーション）の略称で、進化したデジタ
ル技術を浸透させることによって、人々の生活をより良いものへと変革させること。

▶ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーション）

　Green Transformation（グリーン・トランスフォーメーション）の略称で、温室効果ガスを発
生させる化石燃料から太陽光発電、風力発電などのクリーンエネルギー中心へと転換し、経済社会
システム全体を変革しようとする取り組みを指す。

用語の説明
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№ 所　属 職　名 氏　名 備　考

1 三種町商工会 会　長 田　中　洋　平 会　長

2 三種町社会福祉協議会 事務局長 安　達　　　隆 副会長

3 秋田県山本地域振興局 振興局長 田　森　清　美

4 秋田やまもと農業協同組合 代表理事常務 田　森　浩　之

5 秋田県立大学 名誉教授 金　田　吉　弘

6 秋田銀行　鹿渡支店 支店長 中　嶋　　　健

7 長信田の森心療クリニック 精神保健福祉士 水　野　淳一郎

8 秋田県 FF推進員 見　上　雅　子

9 三種町商工会青年部 部　長 板　垣　秋　範

10 三種町観光協会 事務局員 田　森　照　美

11 ヘルスケアデザイン秋田 事務局員 鎌　田　真　広

12 三種町消防団 団　長 石　井　義　則

13 農業士 鎌　田　妙　子

14 森岳観光タクシー 取締役 児　玉　高　久

15 住民代表 小　林　かおり

16 住民代表 加　藤　裕美子

17 住民代表 川　村　美樹子

三種町みらい創造プラン等審議会委員名簿

任期：令和４年度～令和５年度
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三種町

（改定版）

令和６年３月

三種町みらい創造プラン

秋田県山本郡三種町鵜川字岩谷子８　
TEL：0185-85-4817（代表）  FAX：0185-85-2178 
URL https://www.town.mitane.akita.jp/
E-mail mitane@town.mitane.akita.jp
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